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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、
　前記基材の一方の表面上にパターン状に形成され、赤色副画素、緑色副画素、および青
色副画素を含む画素部と、
　前記基材の一方の表面上に形成された配向層、および前記配向層の表面上に形成され屈
折異方性を有する化合物を含有する位相差層を有するパターンドリターダーとを有し、
　前記基材が、液晶表示装置において液晶セルの観察者側に位置する観察者側の偏光板で
あり、
　前記画素部および前記パターンドリターダーが、前記観察者側の偏光板よりも前記観察
者側に位置し、
　前記位相差層が１層であり、前記位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域を有
し、前記第１位相差領域に形成される前記位相差層の面内レターデーション値と、前記第
２位相差領域に形成される前記位相差層の面内レターデーション値との差がλ／２分に相
当するものであり、
　前記第１位相差領域および前記第２位相差領域がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の前記
画素部のパターンに沿うパターン状に設けられていることを特徴とするパターンドリター
ダー付カラーフィルタ。
【請求項２】
　前記第１位相差領域および前記第２位相差領域が互いに平行な帯状のパターンに設けら
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れていることを特徴とする請求項１に記載のパターンドリターダー付カラーフィルタ。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載のパターンドリターダー付カラーフィルタと、
　液晶セルと、
　前記液晶セルの両側に配置された一対の偏光板と、
　を有し、
　前記パターンドリターダー付カラーフィルタが前記一対の偏光板のうち、一方の前記偏
光板の前記液晶セル側とは反対側に配置されていることを特徴とする液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、３次元表示が可能な液晶表示装置、またこれに用いるパターンドリターダー
付カラーフィルタ、およびパターンドリターダー付モノクロ表示用基材に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　フラットパネルディスプレイとしては、従来、２次元表示のものが主流であったが、近
年においては３次元表示可能なフラットパネルディスプレイが注目を集め始めており、一
部市販されているものも存在しつつある。そして、今後のフラットパネルディスプレイに
おいては３次元表示可能であることが、その性能として当然に求められる傾向にあり、３
次元表示可能なフラットパネルディスプレイの検討が幅広い分野において進められている
。
【０００３】
　フラットパネルディスプレイにおいて３次元表示をするには、通常、視聴者に対して何
らかの方式において右目用の映像と、左目用の映像とを別個に表示することが必要とされ
る。右目用の映像と左目用の映像とを別個に表示する方法としては、例えば、パネル全体
において右目用の映像と左目用の映像とを一定の周期で交互に切り替えて表示させ、かつ
視聴者に装着させたメガネと画像切り替え周期とを同期させて、右目用の映像が表示され
るタイミングでは左目側のメガネレンズが遮蔽されることによって右目のみに右目用の映
像が届くようにし、反対に左目用の映像が表示されるタイミングでは右目側のメガネレン
ズを遮蔽されることによって左目のみに左目用の映像が届くようにする方式が知られてい
る（メガネシャッター方式）。このような方式は、パネルの全面で右目用映像および左目
用映像を表示するため、解像度が低下しないという利点があることが知られている。しか
しながら、このような方式では、右目用映像と左目用映像とを高速周期で切り換える必要
があるため、応答速度の速い表示方式を採用したフラットパネルディスプレイでしか採用
することが難しいという問題点があった。例えば、プラズマディスプレイは表示の応答速
度が速いため、このようなメガネシャッター方式を採用することも可能であるが、プラズ
マディスプレイと比較して表示の応答速度が遅い液晶表示装置においては、メガネシャッ
ター方式を採用した場合は映像の明るさが極端に低下してしまうことが多いという問題点
があった。
【０００４】
　一方、液晶表示装置において右目用の映像と、左目用の映像とを別個に表示する方式と
しては、パッシブ方式というものが知られている（特許文献１）。このようなパッシブ方
式の３次元表示方式について図を参照しながら説明する。図２０はパッシブ方式の３次元
表示の一例を示す概略図である。図２０に示すようにこの方式では、まず、液晶表示装置
の映像表示領域を、右目用の映像表示領域と左目用の映像表示領域の２種類の複数の映像
表示領域にパターン状に分割し、一方のグループの映像表示領域では右目用の映像を表示
させ、他方のグループの映像表示領域では左目用の映像を表示させる。また、直線偏光板
と当該映像表示領域の分割パターンに対応したパターン状の位相差層が形成されたパター
ン位相差フィルム（パターンドリターダーフィルム）とを用い、右目用の映像と、左目用
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の映像とを互いに直交関係にある円偏光に変換する。さらに、視聴者には右目用レンズと
左目用レンズとに互いに直交する円偏光レンズを採用した円偏光メガネを装着させ、右目
用の映像が右目用レンズのみを通過し、かつ左目用の映像が左目用のレンズのみを通過す
るようにする。このようにして右目用の映像が右目のみに届き、左目用の映像が左目のみ
に届くようにすることによって３次元表示を可能とするものがパッシブ方式である。
【０００５】
　このようなパッシブ方式では、応答速度が高速でない液晶表示装置にも難なく採用する
ことができること、および上記パターンドリターダーフィルムと、対応する円偏光メガネ
とを用いることにより容易に従来の液晶表示装置を３次元表示が可能なものにできるとい
う利点がある。このようなことから、パッシブ方式の液晶表示装置は今後の３次元表示装
置の中心的存在となるものとして非常に注目されている。
【０００６】
　ところで、上述したパッシブ方式の液晶表示装置においては、上述したパターンドリタ
ーダーフィルムは液晶表示装置の液晶セルの観察者側の表面上に貼り合わされることによ
り配置される。この際、上述したようにパターンドリターダーフィルムの位相差層は液晶
表示装置の映像表示領域に対応するパターン状に形成されていることから、上記位相差層
と上記映像表示領域、より具体的には上記映像表示領域におけるカラーフィルタの画素部
との位置を高い精度で合わせて貼り合わせる必要がある。
　しかしながら、現状の貼合方法を用いた場合は、液晶セルの外側に配置されるパターン
ドリターダーフィルムの位相差層と、液晶セルの内部に形成されたカラーフィルタの画素
部との位置合わせの精度には限界があり、所望の精度を達成することが困難となる場合が
ある。その結果、両者の位置ずれにより、液晶表示装置において右目用の映像と左目用の
映像とを良好に円偏光に変換することができず、３次元表示の質が低下したり、３次元表
示自体を行うことができなくなるという問題がある。
【０００７】
　また、近年、液晶表示装置においては、表示の高精細化が望まれていることから、パタ
ーンドリターダーの位相差層、およびカラーフィルタの画素部についても、高精細化に伴
い、より小さなパターンで形成されることが望まれている。そのため、上述した貼合時に
おける位置ずれは、液晶表示装置の３次元表示により大きな影響を与えることとなるため
、より深刻な問題である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１２－１８４２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明者らは、このような状況に鑑みて鋭意研究を行うなかで、従来、液晶表示装置の
内部に配置されて用いられるカラーフィルタを液晶表示装置の偏光板の液晶セル側とは反
対側（以下、偏光板の外側と称する場合がある。）に配置した新たな液晶表示装置の構造
を見出した。さらに、本発明者らは、液晶表示装置の構造を上述した構造とすることによ
り、同一の基材の表面上にカラーフィルタの画素部または遮光部と、パターンドリターダ
ーの位相差層とが形成された新たな構成のカラーフィルタおよびモノクロ表示用基材を用
いることができることを見出し、本発明を完成させるに至ったのである。
【００１０】
　本発明は、上述した位相差層および画素部または遮光部の開口部の位置ずれの発生を抑
制し、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置、ならびに、これに用いられる
パターンドリターダー付カラーフィルタおよびパターンドリターダー付モノクロ表示用基
材を提供することを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
　本発明は、基材と、上記基材の一方の表面上にパターン状に形成され、赤色副画素、緑
色副画素、および青色副画素を含む画素部と、上記基材の一方の表面上に形成された配向
層、および上記配向層の表面上に形成され屈折異方性を有する化合物を含有する位相差層
を有するパターンドリターダーとを有し、上記位相差層が第１位相差領域および第２位相
差領域を有し、上記第１位相差領域に形成される上記位相差層の面内レターデーション値
と、上記第２位相差領域に形成される上記位相差層の面内レターデーション値との差がλ
／２分に相当するものであり、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域がそれぞれ
ｎ（ｎは自然数）個分の上記画素部のパターンに沿うパターン状に設けられていることを
特徴とするパターンドリターダー付カラーフィルタを提供する。
【００１２】
　本発明によれば、同一の基材の表面上に画素部とパターンドリターダーとを形成するこ
とが可能となることから、画素部のパターンと位相差層の第１位相差領域および第２位相
差領域のパターンとを良好な位置精度で形成することができる。よって、画素部のパター
ンと位相差層の第１位相差領域および第２位相差領域のパターンとの位置ずれの少ないパ
ターンドリターダー付カラーフィルタとすることができるため、液晶表示装置の偏光板の
外側に配置して用いることにより、良好に３次元表示を行うことが可能となる。
【００１３】
　本発明においては、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域が互いに平行な帯状
のパターンに設けられていることが好ましい。上記第１位相差領域および第２位相差領域
のパターンと画素部のパターンとを容易に対応させることができ、両者の位置精度をより
良好なものとすることができるからである。
【００１４】
　本発明は、基材と、上記基材の一方の表面上にパターン状に形成された遮光部と、上記
基材の一方の表面上に形成された配向層、および上記配向層の表面上に形成され屈折異方
性を有する化合物を含有する位相差層を有するパターンドリターダーとを有し、上記位相
差層が第１位相差領域および第２位相差領域を有し、上記第１位相差領域に形成される上
記位相差層の面内レターデーション値と、上記第２位相差領域に形成される上記位相差層
の面内レターデーション値との差がλ／２分に相当するものであり、上記第１位相差領域
および上記第２位相差領域がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の上記遮光部の開口部のパタ
ーンに沿うパターン状に設けられていることを特徴とするパターンドリターダー付モノク
ロ表示用基材を提供する。
【００１５】
　本発明によれば、同一の基材の表面上に遮光部とパターンドリターダーとを形成するこ
とが可能となることから、遮光部の開口部のパターンと位相差層の第１位相差領域および
第２位相差領域のパターンとを良好な位置精度で形成することができる。よって、遮光部
の開口部のパターンと位相差層の第１位相差領域および第２位相差領域のパターンとの位
置ずれの少ないパターンドリターダー付モノクロ表示用基材とすることができるため、液
晶表示装置の偏光板の外側に配置して用いることにより、良好に３次元表示を行うことが
可能となる。
【００１６】
　本発明においては、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域が互いに平行な帯状
のパターンに設けられていることが好ましい。上記第１位相差領域および第２位相差領域
のパターンと遮光部の開口部のパターンとを容易に対応させることができ、両者の位置精
度をより良好なものとすることができるからである。
【００１７】
　本発明は、上述したパターンドリターダー付カラーフィルタと、液晶セルと、上記液晶
セルの両側に配置された一対の偏光板と、を有し、上記パターンドリターダー付カラーフ
ィルタが上記一対の偏光板のうち、一方の上記偏光板の上記液晶セル側とは反対側に配置
されていることを特徴とする液晶表示装置を提供する。



(5) JP 6614251 B2 2019.12.4

10

20

30

40

50

【００１８】
　本発明によれば、パターンドリターダー付カラーフィルタを偏光板の外側に配置するこ
とにより、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置とすることが可能となる。
【００１９】
　本発明は、上述したパターンドリターダー付モノクロ表示用基材と、液晶セルと、上記
液晶セルの両側に配置された一対の偏光板と、を有し、上記パターンドリターダー付モノ
クロ表示用基材が上記一対の偏光板のうち、一方の上記偏光板の上記液晶セル側とは反対
側に配置されていることを特徴とする液晶表示装置を提供する。
【００２０】
　本発明によれば、パターンドリターダー付モノクロ表示用基材を偏光板の外側に配置す
ることにより、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置とすることが可能とな
る。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の液晶表示装置は、上述した位相差層および画素部または遮光部の開口部の位置
ずれの発生を抑制し、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置、ならびに、こ
れに用いられるパターンドリターダー付カラーフィルタおよびパターンドリターダー付モ
ノクロ表示用基材を提供することができるといった作用効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの一例を示す概略断面図である
。
【図２】本発明におけるパターンドリターダーの位相差層ならびに第１位相差領域およお
び第２位相差領域について説明するための図である。
【図３】本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの他の例を示す概略断面図であ
る。
【図４】本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの他の例を示す概略断面図であ
る。
【図５】本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの他の例を示す概略断面図であ
る。
【図６】本発明における第１位相差領域および第２位相差領域について説明するための図
である。
【図７】本発明におけるパターンドリターダーについて説明するための図である。
【図８】本発明におけるパターンドリターダーについて説明するための図である。
【図９】本発明におけるパターンドリターダーについて説明するための図である。
【図１０】本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの製造方法を示す工程図であ
る。
【図１１】本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材の一例を示す概略断面図
である。
【図１２】本発明におけるパターンドリターダーの位相差層ならびに第１位相差領域およ
び第２位相差領域について説明するための図である。
【図１３】本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材の他の例を示す概略断面
図である。
【図１４】本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材の他の例を示す概略断面
図である。
【図１５】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略断面図である。
【図１６】本発明の液晶表示装置の他の例を示す概略断面図である。
【図１７】本発明の液晶表示装置の他の例を示す概略図である。
【図１８】本発明の液晶表示装置の他の例を示す概略断面図である。
【図１９】本発明の液晶表示装置の他の例を示す概略断面図である。
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【図２０】パッシブ方式で３次元映像を表示可能な液晶表示装置の例を示す概略図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明は、パターンドリターダー付カラーフィルタ、パターンドリターダー付モノクロ
表示用基材、およびこれらを用いた液晶表示装置に関する。
　以下、これらの発明について詳細に説明する。
【００２４】
Ａ．パターンドリターダー付カラーフィルタ
　まず、本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタについて説明する。
　本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタは、基材と、上記基材の一方の表面上
にパターン状に形成され、赤色副画素、緑色副画素、および青色副画素を含む画素部と、
上記基材の一方の表面上に形成された配向層、および上記配向層の表面上に形成され屈折
異方性を有する化合物を含有する位相差層を有するパターンドリターダーとを有し、上記
位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域を有し、上記第１位相差領域に形成され
る上記位相差層の面内レターデーション値と、上記第２位相差領域に形成される上記位相
差層の面内レターデーション値との差がλ／２分に相当するものであり、上記第１位相差
領域および上記第２位相差領域がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の上記画素部のパターン
に沿うパターン状に設けられていることを特徴とする。
【００２５】
　ここで、面内レターデーション値とは、屈折率異方体の面内方向における複屈折性の程
度を示す指標であり、面内方向において屈折率が最も大きい遅相軸方向の屈折率をＮｘ、
遅相軸方向に直交する進相軸方向の屈折率をＮｙ、屈折率異方体の面内方向に垂直な方向
の厚みをｄとした場合に、
　Ｒｅ［ｎｍ］＝（Ｎｘ－Ｎｙ）×ｄ［ｎｍ］
　で表わされる値である。面内レターデーション値（Ｒｅ値）は、例えば、王子計測機器
株式会社製　ＫＯＢＲＡ－ＷＲを用い、平行ニコル回転法により測定することができるし
、微小領域の面内レタデーション値はＡＸＯＭＥＴＲＩＣＳ社（米国）製のＡｘｏＳｃａ
ｎでミューラーマトリクスを使って測定することも出来る。また、本願明細書においては
特に別段の記載をしない限り、Ｒｅ値は波長５８９ｎｍにおける値を意味するものとする
。
【００２６】
　ここで、本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタについて図を用いて説明する
。図１は本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの一例を示す概略断面図であり
、図２（ａ）は図１におけるパターンドリターダーの概略平面図であり、図２（ｂ）は図
１における第１位相差領域および第２位相差領域について説明する説明図である。図１に
例示するように本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタ１１は、透明基材１’（
基材１）と、透明基材１’の一方の表面上にパターン状に形成され、赤色副画素２Ｒ、緑
色副画素２Ｇ、および青色副画素２Ｂを含む画素部２と、画素部２の表面上に形成された
平坦化層４と、平坦化層４の表面上に形成された配向層３ａ、および配向層３ａの表面上
に形成され屈折異方性を有する化合物を含有する位相差層３ｂを有するパターンドリター
ダー３とを有するものである。また、図１および図２に例示するように、位相差層３ｂが
、第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２を有し、第１位相差領域Ｂ１に形成され
る位相差層３ｂの面内レターデーション値と、第２位相差領域Ｂ２に形成される位相差層
３ｂの面内レターデーション値との差がλ／２分に相当するものであり、第１位相差領域
Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の画素部２のパターンに
沿うパターン状に設けられているパターンドリターダー３を有する。この例においては、
第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２が互いに平行な帯状のパターンに設けられ
、少なくとも帯の幅方向（図２（ｂ）中、ｘで示される方向）に１個分の画素部２のパタ
ーンを有するパターン状に設けられている例について示している。
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【００２７】
　図３は、本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタの他の例を示す概略断面図で
ある。本発明においては、パターンドリターダー付カラーフィルタ１１の基材１として、
偏光板３０を用いてもよい。また、図示はしないが、パターンドリターダー付カラーフィ
ルタの基材として、面内レターデーション値がλ／４分に相当する位相差性を有する位相
差板（以下、λ／４板と称する場合がある。）を用いてもよい。なお、図３において説明
していない符号については、図１と同様とすることができるので、ここでの説明は省略す
る。
【００２８】
　本発明によれば、同一の基材の表面上に画素部とパターンドリターダーとを形成するこ
とが可能となることから、画素部のパターンと位相差層の第１位相差領域および第２位相
差領域のパターンとを良好な位置精度で形成することができる。
　この点について、より詳細に説明する。ここで、一般的に、液晶表示装置のカラーフィ
ルタは、液晶駆動素子を有する液晶駆動基板とともに用いられ、カラーフィルタの画素部
と液晶駆動基板の液晶駆動素子とは、非常に高い精度で位置を合わせることが必要となる
。そのため、カラーフィルタおよび液晶駆動基板に用いられる各基材には、予め、位置合
わせのためのアライメントマークが形成されており、カラーフィルタの画素部や液晶駆動
基板の液晶駆動素子は、上述したアライメントマークを基準にして、フォトリソグラフィ
ー法等を用いて形成される。本発明においては、カラーフィルタおよびパターンドリター
ダーが同一の基材上に形成されることから、カラーフィルタの画素部だけではなく、パタ
ーンドリターダーにおける配向層および位相差層についても上述したアライメントマーク
を基準にして形成することが可能となるため、画素部のパターンと、パターンドリターダ
ーの位相差層の第１位相差領域および第２位相差領域のパターンとの位置精度を良好なも
のとすることが可能となるのである。
【００２９】
　したがって、本発明によれば、画素部のパターンと位相差層の第１位相差領域および第
２位相差領域のパターンとの位置ずれの少ないパターンドリターダー付カラーフィルタと
することができるため、液晶表示装置の偏光板の外側に配置して用いることにより、良好
に３次元表示を行うことが可能となる。
【００３０】
　また、本発明によれば、液晶表示装置の高精細化に伴い、画素部のパターンならびに第
１位相差領域および第２位相差領域のパターンを小さくした場合も、両者の位置ずれを抑
制することが可能となる。よって、より高精細な（立体感のある）三次元表示が可能なパ
ターンドリターダー付カラーフィルタとすることができる。
【００３１】
　また、本発明によれば、液晶表示装置の偏光板の外側にパターンドリターダー付カラー
フィルタを配置して用いることができることから、画素部と液晶セル中の液晶とが直接接
触しないものとすることができる。よって、例えば画素部の各副画素が有する着色層の材
料が液晶中に溶出すること等を考慮する必要がないため、上記着色層を形成する際に不純
物除去のための高温焼成処理を必要としない。
　また、ここでパターンドリターダーにおける位相差層は、屈折率異方性を有する化合物
（以下、屈折率異方性化合物と称する場合がある。）を所定の方向に配向させることによ
り、位相差性が付与されているものであるが、上記屈折率異方性化合物は加熱によりその
配向に乱れを生じやすい性質を有する場合がある。上述したように、本発明においては着
色層の形成時に高温焼成処理を必要としないことから、熱による配向の乱れが生じやすい
屈折率異方性化合物を含む位相差層の表面上に着色層を形成した場合も、位相差層中の屈
折率異方性化合物の配向の乱れを抑制して着色層を形成することが可能となる。
【００３２】
　以下、本発明のパターンドリターダー付カラーフィルタ（以下、カラーフィルタと称す
る場合がある。）の詳細について説明する。
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【００３３】
Ｉ．カラーフィルタの構造
　本発明のカラーフィルタの構造は、基材の一方の表面上に画素部とパターンドリターダ
ーとを有する構造であれば特に限定されない。具体的には、基材の種類に分けて考えるこ
とができる。具体的には、基材が透明基材である場合と、基材が偏光板である場合と、基
材が面内レターデーションがλ／４分に相当する位相差性を有する位相差板（λ／４板）
である場合とによりその構造が選択される。
【００３４】
１．基材が透明基材である場合
　上記の場合、カラーフィルタの構造としては、図１、図４（ａ）、（ｂ）に例示するよ
うに、透明基材１’の一方の表面上に画素部２とパターンドリターダー３とが積層して形
成された構造であってもよく、図４（ｃ）に例示するように、透明基材１’の一方の表面
上に画素部２が形成され、透明基材１’の他方の表面上にパターンドリターダー３が形成
された構造であってもよい。本発明においては、なかでも、図１、図４（ａ）、（ｂ）に
例示するように、透明基材１’の一方の表面上に画素部２とパターンドリターダー３とが
積層して形成された構造であることが好ましい。画素部２のパターンとパターンドリター
ダー３の位相差層３ｂの第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２のパターンとの位
置ずれをより少ないものとすることができるからである。また、この場合の具体的なカラ
ーフィルタ１１の構造としては、図１、図４（ａ）に例示するように、透明基材１’、画
素部２、およびパターンドリターダー３の順に積層された構造や、図４（ｂ）に例示する
ように、透明基材１’、パターンドリターダー３、および画素部２の順に積層された構造
を挙げることができる。本発明においては、特に、透明基材１’、画素部２、およびパタ
ーンドリターダー３の順に積層された構造であることが好ましい。上記構造とすることに
より、パターンドリターダー付カラーフィルタの形成時において、位相差層が加熱されな
いものとすることができることから、屈折率異方性化合物を良好に配列させることができ
、良好な位相差性を示す位相差層とすることが可能となるからである。
　さらにこの場合は、図１に例示するように、画素部２と配向層３ａとの間に平坦化層４
を形成したり、図４（ａ）に例示するように、画素部２の各副画素２Ｒ、２Ｇ、２Ｂが有
する着色層間に、着色層と同等の厚みを有する遮光部５を形成することが好ましい。配向
層を平坦な層の表面上に形成することが可能となることから、配向層を形成する際にラビ
ング処理等を行いやすくなるからである。
　なお、図４は本発明のカラーフィルタの一例を示す概略断面図であり、説明していない
符号については図１と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【００３５】
２．基材が偏光板である場合
　上記の場合、本発明のカラーフィルタは液晶表示装置に用いられるに際しては、画素部
およびパターンドリターダーが観察者側の偏光板の外側に配置されるものとなる（後述す
る図１６参照）。
　したがって、カラーフィルタの構造としては、偏光板の一方の表面上に画素部およびパ
ターンドリターダーが積層された構造となる。具体的には、図３に例示するように偏光板
３０、画素部２、およびパターンドリターダー３の順に積層された構造や、図５に例示す
るように偏光板３０、パターンドリターダー３、および画素部２の順に積層された構造を
挙げることができる。本発明においては、なかでも、偏光板、画素部、およびパターンド
リターダーの順に積層された構造であることが好ましい。なお、この理由については、上
述した「１．基材が透明基材である場合」の項で説明した理由と同様とすることができる
ので、ここでの説明は省略する。
　なお図５は本発明のカラーフィルタの他の例を示す概略断面図である。なお、説明して
いない符号については、図２等と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する
。
【００３６】
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３．基材がλ／４板である場合
　本発明におけるカラーフィルタは、基材として、上述した透明基材や偏光板の他に、必
要に応じて配置されるλ／４板を用いることができる。この場合のカラーフィルタの構造
および配置については、上述した「１．基材が透明基材である場合」の項で説明したもの
と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【００３７】
ＩＩ．カラーフィルタの各構成
　本発明のカラーフィルタは、基材と、画素部と、パターンドリターダーとを有するもの
である。以下、各構成について説明する。
【００３８】
１．パターンドリターダー
　本発明に用いられるパターンドリターダーについて説明する。ここで、パターンドリタ
ーダーとは、３次元表示用の液晶表示装置の観察者側に配置される偏光板の外側に設けら
れるものである。また、上記パターンドリターダーは、上記偏光板とともに、もしくは、
必要に応じてさらにλ／４板を併用して用いることにより、液晶表示装置における右目用
の映像表示領域および左目用の映像表示領域により表示された右目用の映像および左目用
の映像を互いに直交関係にある円偏光に変換する機能を有するものである。
【００３９】
（１）第１位相差領域および第２位相差領域のパターン
　本発明におけるパターンドリターダーは、位相差層が有する第１位相差領域および第２
位相差領域のパターンに特徴を有する。すなわち、第１位相差領域および上記第２位相差
領域がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の上記画素部のパターンに沿うパターン状に設けら
れていることに特徴を有する。
【００４０】
　ここで、上記位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域をパターン状に有すると
は、第１位相差領域および第２位相差領域の両方に位相差層が形成されている場合だけで
はなく、第１位相差領域または第２位相差領域のいずれか一方のみに位相差層が形成され
ている場合も含む概念である。また、この場合、位相差層が形成されていない領域につい
ても、本発明においては、第１位相差領域または第２位相差領域として扱うものとする。
【００４１】
　ここで、ｎ（ｎは自然数）個分の画素部のパターンに沿うパターンとは、第１位相差領
域および第２位相差領域にそれぞれ少なくとも１個の画素部が含まれるパターンをいうも
のであり、１個の画素部が第１位相差領域および第２位相差領域の２つの領域に含まれな
いパターンをいうものである。
【００４２】
　また、本発明においては第１位相差領域に含まれる画素部は、液晶表示装置において右
目用の映像表示領域または左目用の映像表示領域のいずれか一方に用いられ、第２位相差
領域に含まれる画素部は、他方の目用の映像表示領域に用いられる。
【００４３】
　このような第１位相差領域および第２位相差領域の具体的なパターンは、パターンドリ
ターダー付カラーフィルタの用途、画素部のパターン等に応じて適宜決定することができ
、特に限定されるものではない。より具体的には、帯状パターン、モザイク状パターン、
千鳥配置状パターン等を挙げることができる。なかでも本発明においては、第１位相差領
域および第２位相差領域のパターンが互いに平行な帯状パターンであることが好ましい。
第１位相差領域および第２位相差領域を、画素部のパターンに沿うように良好な位置精度
でパターン状に設けることが可能となるからである。
【００４４】
　第１位相差領域および第２位相差領域に含まれる画素部の個数としては、１個以上であ
れば特に限定されず、第１位相差領域および第２位相差領域のパターン、画素部のパター
ン等により適宜選択されるものである。
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　なお、通常、第１位相差領域と第２位相差領域とに含まれる画素部の個数は同数である
。
【００４５】
　より具体的には、第１位相差領域および第２位相差領域が互いに平行な帯状パターンで
設けられている場合、各領域に含まれる画素部の個数としては、上記帯状パターンの幅方
向に１個～３０個の範囲内、なかでも１個～２０個の範囲内、特に１個～１０個の範囲内
とすることが好ましい。上記数値を超える場合は、液晶表示装置に用いた場合に、良好な
３次元表示を行うことが困難となる場合があるからである。また、上記帯状パターンの長
さ方向における画素部の個数についてはカラーフィルタの種類により適宜選択される。
　なお、本発明において「帯状パターンの幅方向に１個の画素部を含む」とは、図２（ｂ
）や図６に例示するようなパターンを指す。なお、図６は、本発明における第１位相差領
域および第２位相差領域を説明する説明図である。
【００４６】
　また、本発明のカラーフィルタを液晶表示装置に用いて３次元表示をする場合は、第１
位相差領域または第２位相差領域に含まれる画素部が、第１位相差領域または第２位相差
領域のパターンの配列方向（帯状パターンにおいては幅方向）の断面を観察した場合に１
個であることが特に好ましい。これにより、液晶表示装置においてさらに良好な３次元表
示を行うことができる。
【００４７】
　第１位相差領域および第２位相差領域が帯状のパターンに形成されている場合、第１位
相差領域および第２位相差領域の幅は同一であってもよく、あるいは異なっていてもよい
。しかしながら、本発明においては第１位相差領域の幅と第２位相差領域の幅は同一であ
ることが好ましい。液晶表示装置に用いられるカラーフィルタにおいては、通常、画素部
が同一の幅で形成されていることから、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域の
幅を同一幅とすることにより、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域のパターン
と、カラーフィルタにおける画素部のパターンとを対応関係にすることが容易になるから
である。
【００４８】
　第１位相差領域および上記第２位相差領域の具体的な幅としては、本発明のカラーフィ
ルタの用途等に応じて適宜決定される。このように上記第１位相差領域および第２位相差
領域の幅は特に限定されるものではないが、通常、５０μｍ～１０００μｍの範囲内であ
ることが好ましく、１００μｍ～６００μｍの範囲内であることがより好ましい。
【００４９】
（２）パターンドリターダーの形態
　本発明におけるパターンドリターダーは、基材の一方の表面上に形成された配向層と、
上記配向層の表面上に形成された位相差層とを有するものである。
　配向層は、位相差層に含有される屈折率異方性化合物を所定の配向に配列させる機能を
有するものであり、位相差層は屈折率異方性化合物を含有することにより、パターンドリ
ターダーに位相差性を付与するものである。
　また、本発明におけるパターンドリターダーは、位相差層が上述した第１位相差領域お
よび第２位相差領域をパターン状に有し、上記第１位相差領域おける面内レターデーショ
ン値と、上記第２位相差領域における面内レターデーション値との差がλ／２分に相当す
るものである。このようなパターンドリターダーとしては、具体的には、第１位相差領域
に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、第２位相差領域に
形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、各領域の位相差層に
含有される屈折率異方性化合物の配向方向が直交する態様（第１態様）と、第１位相差領
域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、第２位相差領域
に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４＋λ／２分に相当し、各領域の
位相差層に含有される屈折率異方性化合物の配向方向が同一方向である態様（第２態様）
と、第１位相差領域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／２分に相当す
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る態様（第３態様）とを挙げることができる。
　以下、各態様について説明する。
【００５０】
（ａ）第１態様
　まず、本発明に用いられるパターンドリターダーの第１態様について説明する。本態様
のパターンドリターダーは、基材の一方の表面上に形成された配向層と、上記配向層の表
面上に形成され、屈折率異方性を有する屈折率異方性化合物を含有する位相差層と、を有
し、位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域をパターン状に有し、第１位相差領
域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、第２位相差領域
に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、各領域の位相差層
に含有される屈折率異方性化合物の配向方向が直交するものである。このようなパターン
ドリターダー３は、具体的には、図７（ａ）、（ｂ）に例示するように、配向層３ａが、
上記屈折率異方性化合物を一方向に配列させることができるように配向処理が施されてい
る第１配向領域Ａ１と、上記屈折率異方性化合物を上記第１配向領域Ａ１における配列方
向と直交する方向に配列させることができるように配向処理が施されている第２配向領域
Ａ２とがパターン状に配置されたものであり、第１位相差領域Ｂ１に形成される位相差層
３ｂと第２位相差領域Ｂ２に形成される位相差層３ｂとの厚みが同等であり、それぞれλ
／４分に相当する厚みである構成を有する。
　なお、図７は本態様のパターンドリターダーについて説明する説明図である。
【００５１】
　本態様においては、上記配向層に上記第１配向領域および上記第２配向領域がパターン
状に形成されていることにより、当該パターンに従って上記位相差層においても第１配向
領域上に形成された位相差層と、上記第２配向領域上に形成された位相差層と、がパター
ン状に配置されることになる。ここで、上記第１配向領域と上記第２配向領域とでは上記
屈折率異方性化合物を配列させる方向が互いに直交する方向になることから、上記第１位
相差領域と上記第２位相差領域とでは屈折率の最も大きくなる方向（遅相軸方向）が互い
に直交する関係になる。このため、本態様においては上記第１配向領域および上記第２配
向領域が形成されたパターンに対応して、上記位相差層において遅相軸方向が異なる第１
位相差領域、および第２位相差領域がパターン状に配置されたパターンドリターダーとす
ることができる。
【００５２】
（ｉ）配向層
　本態様に用いられる配向層について説明する。
　本態様に用いられる配向層は、その表面に位相差層に含有される屈折率異方性化合物を
一方向に配列することができるように配向処理が施された上記第１配向領域と、上記屈折
率異方性化合物を上記第１配向領域における配列方向と直交するように配向処理が施され
た第２配向領域とがパターン状に配置されているものである。
　なお、第1配向領域および第２配向領域のパターンについては、上述した第１位相差領
域および第２位相差領域のパターンと同様とすることができるので、ここでの説明は省略
する。
【００５３】
　次に、本発明に用いられる配向層の構成について説明する。ここで、上記パターンドリ
ターダーは、上記配向層上に後述する位相差層が積層された構成を有するものであること
から、上記第１配向領域および上記第２配向領域に形成される配向層としては、第１配向
領域および第２配向領域の表面上に形成された位相差層中の屈折率異方性化合物をその配
列方向が互いに直交するように配列できるように配向処理が施されたものであれば特に限
定されない。このような配向層の構成としては、配向処理の違いにより、２つの態様に大
別することができる。すなわち、配向層がその表面に微細凹凸形状が形成されたものであ
る態様（Ａの態様）と、配向層が光配向膜から構成されるものである態様（Ｂの態様）と
に大別することができる。以下、各態様について説明する。
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【００５４】
（Ａの態様）
　まず、Ａの態様の配向層について説明する。
　本態様の配向層は、その表面に微細凹凸形状が形成されたものである。
【００５５】
　上記微細凹凸形状としては、上記位相差層中に含まれる屈折率異方性化合物を一定方向
に配列させることが可能なものであれば特に限定されない。例えば、ストライプ状のライ
ン状凹凸構造であってもよく、微小なライン状凹凸構造が略一定方向にランダムに不連続
な状態で形成された態様であってもよい。
【００５６】
　ここで、ストライプ状のライン状凹凸構造とは、壁状に形成された凸部が一定の間隔で
ストライプ状に形成された態様を意味するものであり、例えば表面にラビング処理がなさ
れた場合に形成されるような微小な傷のような凹凸形状はこれに含まれないものである。
　またここで、微小なライン状凹凸構造が略一定方向にランダムに不連続な状態で形成さ
れた態様とは、例えば、表面にラビング処理がなされた場合等に形成されるような微小な
傷のようなライン状凹凸構造が、略一定方向に不連続な状態で形成された態様を意味する
ものである。
【００５７】
　本態様においては、なかでも微小なライン状凹凸構造が略一定方向にランダムに不連続
な状態で形成された態様であることが好ましい。フォトリソグラフィー法を用いて、画素
部のパターンに沿ってより良好な位置精度で第１配向領域および第２配向領域を形成する
ことが可能となるため、配向層上に形成される第１位相差領域および第２位相差領域につ
いても良好な位置精度とすることが可能となるからである。
【００５８】
　本態様における配向層を形成するために用いられる構成材料としては、表面に所定の微
細凹凸形状が形成された第１配向領域および第２配向領域を、所望のパターン状に形成で
きるものであれば特に限定されるものではない。このような構成材料としては、たとえば
、紫外線硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、電子線硬化性樹脂等を挙げることができる。
【００５９】
　本態様における配向層の形成方法としては、表面に上述した第１配向領域および第２配
向領域が配置された配向層を形成することが可能であれば特に限定されない。例えば、次
のような方法を好適に用いることができる。まず、基材の一方の表面上に配向層の材料を
含む配向層形成用層を形成した後、配向層形成用層上にレジストを塗布し、露光および現
像することにより、第２配向領域に対応する領域にレジスト層をパターン状に形成する。
またこの際、第１配向領域に対応する領域の表面を露出させる。次に、上記表面にラビン
グ処理を施して第１配向領域を形成する。次いで、レジスト層を剥離して、第２配向領域
に対応する領域の表面を露出させた後、再度レジストの塗布、露光および現像を行うこと
により第１配向領域上にレジスト層をパターン状に形成し、第２配向領域に対応する領域
の表面にラビング処理を施した後、レジスト層の剥離を行うことにより第２配向領域を形
成する。
【００６０】
（Ｂの態様）
　次に、Ｂの態様の配向層について説明する。
　本態様の配向層は、光配向膜から構成されるものである。
【００６１】
　ここで、光配向膜は、後述する光配向膜の構成材料を塗布した基板に偏光を制御した光
を照射し、光励起反応（分解、異性化、二量化）を生じさせて得られた膜に異方性を付与
することによりその膜上の屈折率異方性化合物を配向させるものである。
【００６２】
　本態様に用いられる光配向膜の構成材料は、光を照射して光励起反応を生じることによ
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り、屈折率異方性化合物を配向させる効果（光配列性：ｐｈｏｔｏａｌｉｇｎｉｎｇ）を
有するものであれば特に限定されるものではなく、このような材料としては、大きく、分
子の形状のみが変化し可逆的な配向変化が可能な光異性化型と、分子そのものが変化する
光反応型とに分けることができる。
【００６３】
　ここで、光異性化反応とは、光照射により単一の化合物が他の異性体に変化する現象を
いう。このような光異性化型材料を用いることにより、光照射により、複数の異性体のう
ち安定な異性体が増加し、それにより光配向膜に容易に異方性を付与することができる。
【００６４】
　また、上記光反応は、光照射により分子そのものが変化し、光配向膜の光配列性に異方
性を付与することができるものであればよいが、光配向膜への異方性の付与がより容易と
なることから、光二量化反応または光分解反応であることが好ましい。ここで、光二量化
反応とは、光照射により偏光方向に配向した反応部位がラジカル重合して分子２個が重合
する反応をいう。この反応により偏光方向の配向を安定化し、光配向膜に異方性を付与す
ることができる。一方、光分解反応とは、光照射により偏光方向に配向したポリイミドな
どの分子鎖を分解する反応をいう。この反応により偏光方向に垂直な方向に配向した分子
鎖を残し、光配向膜に異方性を付与することができる。
【００６５】
　本態様においては、光配向膜の構成材料として、上記のなかでも、光二量化反応または
光分解反応を生じることにより光配向膜に異方性を付与する光反応型の材料を用いること
が好ましい。
【００６６】
　上記光配向膜の構成材料が光励起反応を生じる光の波長領域は、紫外光域の範囲内、す
なわち１０ｎｍ～４００ｎｍの範囲内であることが好ましく、２５０ｎｍ～３８０ｎｍの
範囲内であることがより好ましい。
【００６７】
　光異性化型材料としては、光異性化反応により光配向膜に異方性を付与することができ
る材料であれば特に限定されるものではないが、偏光方向により吸収を異にする二色性を
有し、かつ、光照射により異性化反応を生じる光異性化反応性化合物を含むことが好まし
い。このような特性を有する光異性化反応性化合物の偏光方向に配向した反応部位の異性
化を生じさせることにより、上記光配向膜に容易に異方性を付与することができる。
【００６８】
　上記光異性化反応性化合物において、上記異性化反応は、シス－トランス異性化反応で
あることが好ましい。光照射によりシス体またはトランス体のいずれかの異性体が増加し
、それにより光配向膜に異方性を付与することができるからである。
【００６９】
　本態様に用いられる光異性化反応性化合物としては、単分子化合物、または、光もしく
は熱により重合する重合性モノマーを挙げることができる。これらは、用いられる屈折率
異方性化合物の種類に応じて適宜選択すればよいが、光照射により光配向膜に異方性を付
与した後、ポリマー化することにより、その異方性を安定化することができることから、
重合性モノマーを用いることが好ましい。このような重合性モノマーのなかでも、光配向
膜に異方性を付与した後、その異方性を良好な状態に維持したまま容易にポリマー化でき
ることから、アクリレートモノマー、メタクリレートモノマーであることが好ましい。
【００７０】
　このような光異性化反応性化合物としては、具体的には、アゾベンゼン骨格やスチルベ
ン骨格などのシス－トランス異性化反応性骨格を有する化合物を挙げることができる。
【００７１】
　上述したような単分子化合物または重合性モノマーの光異性化反応性化合物のなかでも
、本態様に用いられる光異性化反応性化合物としては、分子内にアゾベンゼン骨格を有す
る化合物であることが好ましい。アゾベンゼン骨格は、π電子を多く含むため、液晶分子
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との相互作用が高く、屈折率異方性化合物として好適に用いられる液晶材料の配向制御に
特に適しているからである。
【００７２】
　また、光二量化反応を利用した光反応型の材料としては、光二量化反応により光配向膜
に異方性を付与することができる材料であれば特に限定されるものではないが、ラジカル
重合性の官能基を有し、かつ、偏光方向により吸収を異にする二色性を有する光二量化反
応性化合物を含むことが好ましい。偏光方向に配向した反応部位をラジカル重合すること
により、光二量化反応性化合物の配向が安定化し、光配向膜に容易に異方性を付与するこ
とができるからである。
【００７３】
　このような特性を有する光二量化反応性化合物としては、側鎖としてケイ皮酸エステル
、クマリン、キノリン、カルコン基およびシンナモイル基から選ばれる少なくとも１種の
反応部位を有する二量化反応性ポリマーを挙げることができる。これらのなかでも光二量
化反応性化合物としては、側鎖としてケイ皮酸エステル、クマリンまたはキノリンのいず
れかを含む二量化反応性ポリマーであることが好ましい。偏光方向に配向したα、β不飽
和ケトンの二重結合が反応部位となってラジカル重合することにより、光配向膜に容易に
異方性を付与することができるからである。
【００７４】
　上記二量化反応性ポリマーの主鎖としては、ポリマー主鎖として一般に知られているも
のであれば特に限定されるものではないが、芳香族炭化水素基などの、上記側鎖の反応部
位同士の相互作用を妨げるようなπ電子を多く含む置換基を有していないものであること
が好ましい。
【００７５】
　さらに、光分解反応を利用した光反応型の材料としては、例えば日産化学工業（株）製
のポリイミド「ＲＮ１１９９」などを挙げることができる。
【００７６】
　また、本態様に用いられる光配向膜の構成材料は、光配向膜の光配列性を妨げない範囲
内で添加剤を含んでいてもよい。上記添加剤としては、重合開始剤、重合禁止剤などが挙
げられる。
【００７７】
　次に、光配向処理方法について説明する。まず、基材の一方の表面上に、上述の光配向
膜の構成材料を有機溶剤で希釈した塗工液を塗布し、乾燥させる。この場合に、塗工液中
の光二量化反応性化合物または光異性化反応性化合物の含有量は、０．０５重量％～１０
重量％の範囲内であることが好ましく、０．２重量％～２重量％の範囲内であることがよ
り好ましい。含有量が上記範囲より小さいと、配向膜に適度な異方性を付与することが困
難となり、逆に含有量が上記範囲より大きいと、塗工液の粘度が高くなるので均一な塗膜
を形成しにくくなるからである。
【００７８】
　塗布法としては、スピンコート法、ロールコート法、ロッドバーコート法、スプレーコ
ート法、エアナイフコート法、スロットダイコート法、ワイヤーバーコート法などを用い
ることができる。
【００７９】
　上記構成材料を塗布することにより得られる膜の厚みは、１ｎｍ～１０００ｎｍの範囲
内であることが好ましく、より好ましくは３ｎｍ～１００ｎｍの範囲内である。膜の厚み
が上記範囲より薄いと十分な光配列性を得ることができない可能性があり、逆に厚みが上
記範囲より厚いとコスト的に不利になる場合があるからである。
【００８０】
　得られた膜は、偏光を制御した光を照射することにより、光励起反応を生じさせて異方
性を付与することができる。照射する光の波長領域は、用いられる光配向膜の構成材料に
応じて適宜選択すればよいが、紫外光域の範囲内、すなわち１００ｎｍ～４００ｎｍの範
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囲内であることが好ましく、より好ましくは２５０ｎｍ～３８０ｎｍの範囲内である。
　また、本発明においては、上記変更を制御した光をパターン状に照射することにより、
光配向膜に第１配向領域および第２配向領域を形成することができる。上記光をパターン
状に照射する方法としては、例えばフォトマスクを用いて上記光を照射する方法等が挙げ
られる。
【００８１】
　偏光方向は、上記光励起反応を生じさせることができるものであれば特に限定されるも
のではないが、屈折率異方性化合物の配向状態を良好なものとすることができることから
基材面に対して斜め０°～４５°の範囲内とすることが好ましく、より好ましくは２０°
～４５°の範囲内とする。
【００８２】
　さらに、光配向膜の構成材料として、上記の光異性化反応性化合物の中でも重合性モノ
マーを用いた場合には、光配向処理を行った後、加熱することにより、ポリマー化し、光
配向膜に付与された異方性を安定化することができる。
【００８３】
（ｉｉ）位相差層
　本態様における位相差層について説明する。
　本態様に用いられる位相差層は後述する屈折率異方性化合物が含有されることにより、
位相差性を発現するものになっているところ、当該位相差性の程度は上記屈折率異方性化
合物の種類および位相差層の厚みに依存して決定されるものである。したがって、本態様
における位相差層の厚みは、位相差層の面内レターデーションがλ／４分に相当するよう
な範囲内で形成される。なお、本態様における位相差層では第１位相差領域および第２位
相差領域の厚みはほぼ同一となる。
【００８４】
　上記位相差層の面内レターデーション値は、具体的には、１００ｎｍ～１６０ｎｍの範
囲内であることが好ましく、１１０ｎｍ～１５０ｎｍの範囲内であることがより好ましく
、１２０ｎｍ～１４０ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。なお、本態様における
位相差層において第１位相差領域および第２位相差領域が示す面内レターデーション値は
、遅相軸の方向が異なる以外はほぼ同一となる。
【００８５】
　本態様において、位相差層の厚みを位相差層の面内レターデーションがλ／４分に相当
するような範囲内の距離にする場合、具体的にどの程度の距離にするかは、後述する屈折
率異方性化合物の種類により適宜決定されることになる。もっとも、当該距離は本態様に
おいて一般的に位相差層用いられる屈折率異方性化合物であれば、通常、０．５μｍ～２
μｍの範囲内となるがこれに限られるものではない。
【００８６】
　次に、位相差層に含有される屈折率異方性化合物について説明する。本態様に用いられ
る上記屈折率異方性化合物は屈折率異方性を有するものである。本態様における位相差層
中に含有される上記屈折率異方性化合物としては、規則的に配列することにより本態様に
おける位相差層に所望の位相差性を付与できるものであれば特に限定されるものではない
。本態様に用いられる屈折率異方性化合物は、なかでも棒状化合物であることが好ましく
、特に液晶性を示す液晶性材料であることが好ましい。液晶性材料は屈折率異方性が大き
いため、上記パターンドリターダーに所望の位相差性を付与することが容易になるからで
ある。
【００８７】
　本態様に用いられる上記液晶性材料としては、例えば、ネマチック相、スメクチック相
等の液晶相を示す材料を挙げることができる。本態様においては、これらのいずれの液晶
相を示す材料であっても好適に用いることができるが、なかでもネマチック相を示す液晶
性材料を用いることが好ましい。ネマチック相を示す液晶性材料は、他の液晶相を示す液
晶性材料と比較して規則的に配列させることが容易であるからである。
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　また、本態様においては上記ネマチック相を示す液晶性材料として、メソゲン両端にス
ペーサを有する材料を用いることが好ましい。メソゲン両端にスペーサを有する液晶性材
料は柔軟性に優れるため、このような液晶性材料を用いることにより、上記パターンドリ
ターダーを透明性に優れたものにできるからである。
【００８９】
　さらに、本態様に用いられる屈折率異方性化合物は、分子内に重合性官能基を有するも
のが好適に用いられ、なかでも３次元架橋可能な重合性官能基を有するものがより好適に
用いられる。上記屈折率異方性化合物が重合性官能基を有することにより、上記屈折率異
方性化合物を重合して固定することが可能になるため、配列安定性に優れ、位相差性の経
時変化が生じにくい位相差層を得ることができるからである。なお、重合性官能基を有す
る屈折率異方性化合物を用いた場合、本態様における位相差層には、重合性官能基によっ
て架橋された屈折率異方性化合物が含有されることになる。
【００９０】
　なお、上記「３次元架橋」とは、液晶性分子を互いに３次元に重合して、網目（ネット
ワーク）構造の状態にすることを意味する。
【００９１】
　上記重合性官能基としては、例えば、紫外線、電子線等の電離放射線、或いは熱の作用
によって重合する重合性官能基を挙げることができる。これら重合性官能基の代表例とし
ては、ラジカル重合性官能基、或いはカチオン重合性官能基等が挙げられる。さらにラジ
カル重合性官能基の代表例としては、少なくとも一つの付加重合可能なエチレン性不飽和
二重結合を持つ官能基が挙げられ、具体例としては、置換基を有するもしくは有さないビ
ニル基、アクリレート基（アクリロイル基、メタクリロイル基、アクリロイルオキシ基、
メタクリロイルオキシ基を包含する総称）等が挙げられる。また、上記カチオン重合性官
能基の具体例としては、エポキシ基等が挙げられる。その他、重合性官能基としては、例
えば、イソシアネート基、不飽和３重結合等が挙げられる。これらの中でもプロセス上の
点から、エチレン性不飽和二重結合を持つ官能基が好適に用いられる。
【００９２】
　さらにまた、本態様における屈折率異方性化合物は液晶性を示す液晶性材料であって、
末端に上記重合性官能基を有するものが特に好ましい。このような液晶性材料を用いるこ
とにより、例えば、互いに３次元に重合して、網目（ネットワーク）構造の状態にするこ
とができるため、配列安定性を備え、かつ、光学特性の発現性に優れた上記位相差層を形
成することができるからである。
　なお、本態様においては片末端に重合性官能基を有する液晶性材料を用いた場合であっ
ても、他の分子と架橋して配列安定化することができる。
【００９３】
　本態様に用いられる屈折率異方性化合物の具体例としては、下記式（１）～（１７）で
表される化合物を例示することができる。
【００９４】
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【化１】

【００９５】
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　なお、本態様において上記屈折率異方性化合物は、１種類のみを用いてもよく、または
、２種以上を混合して用いてもよい。例えば、上記屈折率異方性化合物として、両末端に
重合性官能基を１つ以上有する液晶性材料と、片末端に重合性官能基を１つ以上有する液
晶性材料とを混合して用いると、両者の配合比の調整により重合密度（架橋密度）および
光学特性を任意に調整できる点から好ましい。また、信頼性確保の観点からは、両末端に
重合性官能基を１つ以上有する液晶性材料が好ましいが、液晶配向の観点からは両末端の
重合性官能基が１つであることが好ましい。
【００９６】
　上記位相差層の形成方法としては、公知の方法とすることができるので、ここでの説明
は省略する。
【００９７】
（ｂ）第２態様
　次に、本発明に用いられるパターンドリターダーの第２態様について説明する。本態様
のパターンドリターダーは、基材の一方の表面上に形成された配向層と、上記配向層の表
面上に形成され、屈折率異方性を有する屈折率異方性化合物を含有する位相差層と、を有
し、位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域をパターン状に有し、第１位相差領
域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、第２位相差領域
に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４＋λ／２分に相当し、各領域の
位相差層に含有される屈折率異方性化合物の配向方向が同一方向であるものである。この
ようなパターンドリターダーは、具体的には、図８（ａ）、（ｂ）に例示するように、上
記配向層３ａが、表面に厚みが大きい厚膜領域Ａ１１および上記厚膜領域Ａ１１よりも厚
みが小さい薄膜領域Ａ１２をパターン状に有するものであり、上記厚膜領域Ａ１１および
上記薄膜領域Ａ１２が同一方向に上記屈折率異方性化合物を配列させることができるよう
に表面に配向処理が施されている構成を有する。また、本態様においては、厚膜領域Ａ１
１の表面上に形成された位相差層３ｂの厚みが薄膜領域Ａ１２の表面上に形成された位相
差層３ｂの厚みよりも小さいものとなる。また、このようなパターンドリターダーにおい
ては、上記厚膜領域Ａ１１上に形成された位相差層３ｂを第１位相差領域Ｂ１として用い
、上記薄膜領域Ａ１２上に形成された位相差層３ｂを第２位相差領域Ｂ２として用いる。
　なお、図８は本態様のパターンドリターダーについて説明する説明図である。
【００９８】
　本態様においては、上記配向層が上記厚膜領域および上記薄膜領域が形成されたもので
あり、かつ上記厚膜領域と、上記薄膜領域とが同一方向に上記屈折率異方性化合物を配列
させることができるようなものであることにより、上記厚膜領域上に形成された位相差層
と上記薄膜領域上に形成された位相差層とは、厚膜領域と薄膜領域との厚みの差に相当す
る分だけ異なった位相差値（面内レターデーション）を示すことになる。このため、本態
様においては厚膜領域および薄膜領域に対応して、位相差層において面内レターデーショ
ン値が異なる第１位相差領域および第２位相差領域がパターン状に配置されたパターンド
リターダーとすることができる。
【００９９】
（ｉ）配向層
　本態様に用いられる配向層について説明する。
　本態様に用いられる配向層は、表面に厚みが大きい厚膜領域および上記厚膜領域よりも
厚みが小さい薄膜領域をパターン状に有するものであり、上記厚膜領域および上記薄膜領
域が同一方向に屈折率異方性化合物を配列させることができるようにその表面に配向処理
が施されているものである。
【０１００】
　なお、本態様において配向層が表面に厚みが大きい厚膜領域および上記厚膜領域よりも
厚みが小さい薄膜領域をパターン状に有するとは、図８に例示するように、配向層自体の
厚みが厚膜領域および薄膜領域で異ならせて形成されている場合だけではなく、図示はし
ないが、例えば、基材上に形成された画素部上に配向層を形成する場合は、厚膜領域に対
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応する画素部における着色層の厚みを、薄膜領域に対応する画素部における着色層の厚み
よりも厚く形成し、各領域に同等の厚みを有する配向層が形成されている場合、すなわち
、配向層の下層に位置する着色層により厚膜領域および薄膜領域の膜厚差が調整されてい
る場合を含むものとする。
【０１０１】
　上記厚膜領域および薄膜領域のパターンについては、上述した第１位相差領域のパター
ンおよび第２位相差領域のパターンと同様とすることができるので、ここでの説明は省略
する。
【０１０２】
　本態様における配向層に形成された厚膜領域と薄膜領域とは、配向層の表面において互
いに厚みが異なる部位である。上述したように上記パターンドリターダーにおいては、位
相差層において厚膜領域と薄膜領域との厚みの差に相当する分だけ位相差値が異なるパタ
ーンが形成されることになる。したがって、本態様においては上記厚膜領域と上記薄膜領
域との厚みの差が、位相差層の第１相差領域の面内レターデーション値と、位相差層の第
２位相差領域の面内レターデーション値との差がλ／２分に相当する距離とされる。これ
により、例えば、配向層上に位相差層を形成する際に、第１位相差領域の面内レターデー
ションがλ／４分に相当するようにすることにより、得られる上記パターンドリターダー
は、第１位相差領域の面内レターデーション値がλ／４分に相当し、かつ第２位相差領域
の面内レターデーション値がλ／４＋λ／２分に相当することになるが、このような態様
の上記パターンドリターダーにおいては、上記第１位相差領域、上記第２位相差領域を通
過する直線偏光がそれぞれ互いに直交関係にある円偏光になるため、精度良く３次元映像
を表示できる。
【０１０３】
　本態様において、上記厚膜領域と上記薄膜領域との厚みの差を、第２位相差領域の面内
レターデーション値と、第１位相差領域の面内レターデーション値との差がλ／２分に相
当するようになる距離にする場合、具体的にどの程度の距離にするかは、後述する位相差
層に用いられる屈折率異方性化合物の種類により適宜決定されることになる。もっとも、
当該距離は本態様において一般的に用いられる屈折率異方性化合物であれば、通常、１．
５μｍ～３．０μｍの範囲内となる。
【０１０４】
　上記厚膜領域および上記薄膜領域の厚みとしては、厚膜領域と薄膜領域の差を所定の範
囲にすることができる範囲内であれば、厚膜領域の厚みと薄膜領域の厚みは特に限定され
るものではない。例えば、厚膜領域の厚みが３．０μｍで薄膜領域の厚みが１．０μｍの
場合、その差は２．０μｍとなるが、厚膜領域の厚みが１３．０μｍで薄膜領域の厚みが
１１．０μｍで、その差が２．０μｍとなる様にしてもよい。中でも本態様においては、
上記厚膜領域の厚みは１．６μｍ～２０μｍの範囲内であることが好ましく、２．５μｍ
～１０μｍの範囲内であることがより好ましく、２．５μｍ～５μｍの範囲内であること
がさらに好ましい。また、上記薄膜領域の厚みは０．１μｍ～１７μｍの範囲内であるこ
とが好ましく、１μｍ～７μｍの範囲内であることがより好ましく、１μｍ～４μｍの範
囲内であることがさらに好ましい。
【０１０５】
　なお、上記厚膜領域の厚み、上記薄膜領域の厚み、および上記厚膜領域と薄膜領域との
厚みの差は、それぞれ図８中のＤ１、Ｄ２、およびＤ３で示す距離を意味するものとする
。
【０１０６】
　配向層に関して上記以外の点については上述した「（ａ）第１態様」の項で説明したも
のと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０１０７】
（ｉｉ）位相差層
　次に、本態様における位相差層について説明する。
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　なお、上記屈折率異方性を有する屈折率異方性化合物としては、上記「（ａ）第１態様
」の項に記載の内容と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０１０８】
　本態様に用いられる位相差層は、上記屈折率異方性化合物が含有されることにより、位
相差性を発現するものになっているところ、当該位相差性の程度は屈折率異方性化合物の
種類および位相差層の厚みに依存して決定されるものである。したがって、第１位相差領
域の厚みは第１位相差領域の面内レターデーションがλ／４分に相当するような範囲内と
される。これにより、上記厚膜領域と上記薄膜領域との厚みの差を第１位相差領域の面内
レターデーション値と、第２位相差領域の面内レターデーション値との差がλ／２分に相
当する距離とすることにより、第１位相差領域の面内レターデーション値がλ／４分に相
当し、かつ位相差層における第２位相差領域の面内レターデーション値がλ／４＋λ／２
分に相当することになるが、このような態様のパターンドリターダーにおいては、上記第
１位相差領域、上記第２位相差領域を通過する直線偏光がそれぞれ互いに直交関係にある
円偏光になるため、より精度良く３次元映像を表示できる。
【０１０９】
　より具体的には上記第２位相差領域の面内レターデーション値は、３００ｎｍ～４８０
ｎｍの範囲内であることが好ましく、３３０ｎｍ～４５０ｎｍの範囲内であることがより
好ましく、３６０ｎｍ～４２０ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。また第１位相
差領域の面内レターデーション値は１００ｎｍ～１６０ｎｍの範囲内であることが好まし
く、１１０ｎｍ～１５０ｎｍの範囲内であることがより好ましく、１２０ｎｍ～１４０ｎ
ｍの範囲内であることがさらに好ましい。なお、本態様における位相差層において、第２
位相差領域の面内レターデーション値と第１位相差領域の面内レターデーション値とは異
なるが、遅相軸の方向はほぼ同一の方向となる。
【０１１０】
　本態様において、上記第１位相差領域の厚みを当該第１位相差領域の面内レターデーシ
ョンがλ／４分に相当するような範囲内の距離にする場合、具体的にどの程度の距離にす
るかは、位相差層に用いられる屈折率異方性化合物の種類により適宜決定されることにな
る。もっとも、当該距離は本態様において一般的に用いられる屈折率異方性化合物であれ
ば、通常、０．１μｍ～１．９μｍの範囲内であることが好ましく、０．２５μｍ～１．
７５μｍの範囲内であることがより好ましく、０．５μｍ～１．５μｍの範囲内であるこ
とがさらに好ましい。
【０１１１】
（ｃ）第３態様
　次に、本発明に用いられるパターンドリターダーの第３態様について説明する。本態様
のパターンドリターダーは、基材の一方の表面上に形成された配向層と、上記配向層の表
面上に形成され、屈折率異方性を有する屈折率異方性化合物を含有する位相差層と、を有
し、位相差層が第１位相差領域および第２位相差領域をパターン状に有し、第１位相差領
域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／２分に相当するものである。こ
のようなパターンドリターダーは、具体的には、図９に例示するように、少なくとも第１
位相差領域に面内レターデーションがλ／２分に相当する位相差層３ｂが形成されている
構成を有する。
　なお、図９は本態様のパターンドリターダーについて説明する説明図である。
【０１１２】
　上記パターンドリターダーを有する場合は、本態様のカラーフィルタとλ／４板とを用
いてように３次元表示を行うことが可能となる。この点について詳しくは後述する「Ｃ．
液晶表示装置」の項で説明するため、ここでの説明は省略する。
【０１１３】
（ｉ）位相差層
　本態様に用いられる位相差層について説明する。本態様においては、少なくとも第１位
相差領域に面内レターデーションがλ／２分に相当する位相差層が形成される。
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【０１１４】
　ここで、「少なくとも第１位相差領域に面内レターデーションがλ／２分に相当する位
相差層が配置される」とは、位相差層が第１位相差領域のみに配置されている場合だけで
はなく、第２位相差領域に、第２位相差領域を透過する直線偏光の偏光状態に影響しない
位相差層が形成されている場合を含む。本態様のパターンドリターダーの態様については
、後述する。
【０１１５】
　上記第１位相差領域に含有される屈折率異方性化合物について説明する。本態様に用い
られる屈折率異方性化合物は屈折率異方性を有するものである。ここで、上記第１位相差
領域は面内レターデーションがλ／２分に相当する程度の位相差性を示すものであるため
、通常、上記屈折率異方性化合物は第１位相差領域内において一方向に配列して存在する
ことになる。
【０１１６】
　このような屈折率異方性化合物としては、第１位相差領域に面内レターデーション値が
λ／２分に相当する程度の位相差性を付与できるものであれば特に限定されるものではな
く、上記「（ａ）第１態様」の項に記載されたものと同様とすることができる。
【０１１７】
　本態様に用いられる位相差層は、面内レターデーション値がλ／２分に相当する第１位
相差領域を有するものであるが、第１位相差領域の面内レターデーションの具体的な値は
、通常、２００ｎｍ～３００ｎｍの範囲内であることが好ましく、２２０ｎｍ～２８０ｎ
ｍの範囲内であることがより好ましく、２３０ｎｍ～２７０ｎｍの範囲内であることが特
に好ましい。
【０１１８】
　本態様に用いられる位相差層としては、具体的には、図９（ａ）に例示するように、第
１位相差領域Ｂ１のみに位相差層３ｂが形成された態様（Ｃの態様）や、図９（ｂ）、（
ｃ）に例示するように、第１位相差領域に位相差層が形成され、さらに第２位相差領域に
第２位相差領域を透過する直線偏光の偏光状態に影響しない位相差層が形成された態様（
Ｄの態様）を挙げることができる。
【０１１９】
　本態様に用いられる位相差層としては、上記Ｃの態様および上記Ｄの態様の何れの態様
であってもよいが、上記Ｄの態様であることが好ましい。Ｄの態様の位相差層は、位相差
層自体の形状をパターン状にすることを要しないため、位相差層を形成することが容易だ
からである。
【０１２０】
　上記Ｄの態様の位相差層を用いる場合、第２位相差領域に形成される位相差層としては
図９（ｂ）に例示するように、位相差性を示すものであってもよく、あるいは図９（ｃ）
に例示するように、位相差性を示さないものであってもよいが、位相差性を有するもので
ある場合には、遅相軸の方向が、上記第１位相差領域の遅層軸の方向と、４５°に交差す
る方向であることを要する。そうでなければ、３次元映像を表示することが困難になるか
らである。中でも本態様においては上記第２位相差領域に形成される位相差層に含有され
る上記屈折率異方性化合物の配向方向が、上記第１位相差領域に形成される位相差層に含
有される屈折率異方性化合物の配向方向に対して４５°の方向であることが好ましい。さ
らに、上記第２位相差領域に形成される位相差層は、面内レターデーション値がλ／２分
に相当することが好ましい。これにより、上記位相差層における第１位相差領域および第
２位相差領域を透過する光量を同程度とすることができ、また第１位相差領域および第２
位相差領域の境界を目立たなくすることができるため、表示品質に優れたものを得ること
ができるからである。すなわち、液晶表示装置に用いる場合、偏光板の偏光軸と第２位相
差領域の遅層軸が平行又は直交の関係にあれば、第２位相差層が偏光状態を変換する作用
効果はゼロになるので、第２位相差領域の面内レターデーション値はいくつであっても良
いが、第１位相差領域と第２位相差領域を透過する光の透過率が変わると第１位相差領域
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と第２位相差領域の境界が見えてしまうので、第１位相差領域と第２位相差領域は同一の
物質で構成され膜厚が等しいことがより好ましいからである。
【０１２１】
　本態様に用いられる位相差層の厚みとしては、上記第１位相差領域の面内レターデーシ
ョン値をλ／２分に相当する程度にできる範囲内であれば特に限定されるものではなく、
上記屈折率異方性化合物の種類等に応じて適宜決定することができるものであるが、通常
、０．５μｍ～４μｍの範囲内であることが好ましく、１μｍ～３μｍの範囲内であるこ
とがより好ましく、１．５μｍ～２．５μｍの範囲内であることがさらに好ましい。
【０１２２】
（ｉｉ）配向層
　次に、本態様に用いられる配向層について説明する。
　本態様に用いられる配向層は、第１位相差領域に含有される化合物を一方向に配列させ
ることが可能なものであれば特に限定されない。
　なお、本態様に用いられる位相差層が、上記第１位相差領域および第２位相差領域に形
成される場合、本態様に用いられる配向層は、上記第１位相差領域に対応する領域と、第
２位相差領域に対応する領域とにおいて、屈折率異方性化合物を配列させることができる
方向が、４５°交差するように配向処理がなされることが好ましい。
【０１２３】
　配向層について上述した点以外は上述した「（ａ）第１態様」の項で説明したものと同
様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０１２４】
（ｄ）パターンドリターダー
　本発明に用いられるパターンドリターダーの形態としては、上述したなかでも、第１態
様の形態または第３態様の形態であることが好ましい。配向層の厚み均一なものとするこ
とが可能となることから、配向層の表面に第１位相差領域および第２位相差領域に対応す
る第１配向領域および第２配向領域をフォトリソグラフィー法を用いて、容易に形成する
ことができ、また、画素部のパターンとの位置合わせについても容易に行うことが可能と
なるからである。また、本発明においては、特に第１態様のパターンドリターダーとする
ことが好ましい。λ／４板を用いることなく、３次元表示を行うことが可能な液晶表示装
置を得ることができるからである。
【０１２５】
２．画素部
　次に本発明における画素部について説明する。本発明における画素部は、赤色副画素、
緑色副画素、および青色副画素を有するものである。また、本発明においては、上記画素
部が基材の一方の表面上に複数パターン状に配列される。
【０１２６】
　上記画素部のパターン配列としては、液晶表示装置の用途等に応じて適宜選択すること
ができ特に限定されず、一般的な液晶表示装置のカラーフィルタに用いられるものと同様
とすることができる。より具体的には、ストライプ型、モザイク型、トライアングル型、
４画素配置型等の公知の配列となるようなパターン配列とすることができる。また、画素
部の面積は任意に設定することができる。なお、本発明においては、通常、各副画素は同
一の面積で形成される。
【０１２７】
　画素部を構成する副画素は、着色層を有するものである。また、各色の着色層の材料は
、各色の顔料や染料等の着色剤を感光性樹脂中に分散または溶解させたものである。
【０１２８】
　赤色着色層に用いられる着色剤としては、例えば、赤色顔料としてはペリレン系顔料、
レーキ顔料、アゾ系顔料、キナクリドン系顔料、アントラキノン系顔料、アントラセン系
顔料、イソインドリン系顔料等が挙げられる。
　また、赤色染料としては、ローダミン系染料、アゾ系染料、アントラキノン系染料、シ



(23) JP 6614251 B2 2019.12.4

10

20

30

40

アニン系染料などが挙げられる。
　これらの顔料もしくは染料は単独で用いてもよく２種以上を混合して用いてもよい。
【０１２９】
　緑色着色層に用いられる着色剤としては、例えば、緑色顔料としてはハロゲン多置換フ
タロシアニン系顔料もしくはハロゲン多置換銅フタロシアニン系顔料等のフタロシアニン
系顔料、イソインドリン系顔料、イソインドリノン系顔料等が挙げられる。
　また、緑色染料としては、フタロシアニン系染料、アントラキンノン系染料、トリフェ
ニルメタン系塩基性染料などが挙げられる。
　これらの顔料もしくは染料は単独で用いてもよく２種以上を混合して用いてもよい。
【０１３０】
　青色着色層に用いられる着色剤としては、例えば、青色顔料としては銅フタロシアニン
系顔料、アントラキノン系顔料、インダンスレン系顔料、インドフェノール系顔料、シア
ニン系顔料、ジオキサジン系顔料、トリアリールメタン系レーキ顔料等が挙げられる。
　また、青色染料としては、トリアリールメタン系染料、アントラキノン系染料、フタロ
シアニン系染料、シアニン系染料などが挙げられる。
　これらの顔料もしくは染料は単独で用いてもよく２種以上を混合して用いてもよい。
【０１３１】
　本発明においては、なかでも青色着色層に用いられる着色剤が、トリアリールメタン系
レーキ顔料またはトリアリールメタン系染料等であることが好ましい。ここで、トリアリ
ールメタン系レーキ顔料またはトリアリールメタン系染料等とは、トリアリールメタン化
合物を含むレーキ顔料または染料を指す。
【０１３２】
　上記トリアリールメタン化合物としては、従来公知の青色系染料として用いられている
ものを用いることができる。
　例えば、特開２００８－３０４７６６号公報に記載のトリアリールメタン系色素や、特
開２０００－１６２４２９号公報に記載のトリフェニルメタン染料、特開平１１－２２３
７２０号公報に記載のトリフェニルメタン系染料を用いることができる。
　特に、下記一般式（１）および（２）で表わされるトリアリールメタン化合物が、透過
率、耐熱性、および耐候性の観点から好ましい。
　上記透過率とは、着色剤を３０質量％濃度で均一に分散させて作製した厚さ２μｍ～３
μｍの塗膜について、顕微分光装置ＯＳＰ－ＳＰ２０００（ＯＬＹＭＰＵＳ社製）を用い
て測定した値をいう。本発明においては、青色着色層の透過率は、４０５ｎｍ～４８０ｎ
ｍにおいて８０％以上であることが好ましい。
　上記耐熱性とは、例えば、焼成前後の色濃度を合わせた場合に輝度が低下しないことを
いう。焼成温度は例えば、１５０℃～２５０℃、焼成時間は例えば、１０分～２００分の
間で工程条件により任意に設定する。
　耐候性とは、例えば、成膜後の着色層にキセノンランプ（照度３５ｍＷ／ｃｍ２）を１
００時間照射する前後の色差ΔＥ＊ａｂ（ＪＩＳ　Ｚ８７２９）が小さいことをいう。Δ
Ｅ＊ａｂは５．０以下であることが好ましく、さらに３．０以下であることが好ましい。
【０１３３】
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【化２】

【０１３４】
　（一般式（１）および（２）中、Ｒ１は水素原子、炭素数１～５のアルキル基又はハロ
ゲン原子を表し、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４およびＲ５は、それぞれ独立して、水素原子、置換基
を有してもよい炭素数１～５のアルキル基、置換基を有してもよいフェニル基又は置換基
を有していてもよいベンジル基を表す。）
【０１３５】
　Ｒ１は、透過率の観点から、水素原子が好ましい。
　Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４およびＲ５は、耐熱性、耐候性の観点から、フェニル基または置換基
を有していても良いベンジル基が好ましい。
【０１３６】
　このようなトリアリールメタン化合物は市販品を用いても良く、例えば、ＢＡＳＦ社製
の商品名ＦＡＮＡＬ　ＢＬＵＥ　Ｄ６３４０等を好適に用いることができる。
【０１３７】
　青色着色層が着色剤として、トリアリールメタン化合物を含有する場合、その含有量は
、要求される輝度やコントラスト等に応じて適宜調節すれば良いが、例えば、青色着色層
の着色剤全体の合計質量に対して２５質量％以上とすることが、輝度を高める観点から好
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ましく、５０質量％以上であることがさらに好ましく、７５質量％以上であることが特に
好ましい。
【０１３８】
　この他、青色着色層の着色剤として、燐、モリブデン、タングステン、銅、ニッケル、
コバルト等の金属を含む金属錯体を含有するトリアリールメタン化合物を用いてもよい。
　この理由は定かではないが、このような着色剤は、耐熱性や耐光性に優れ、着色画素形
成時の焼成条件やＵＶ照射による基板洗浄の影響等のプロセス条件の影響を受けづらいた
めと推測される。
【０１３９】
　青色着色層の着色剤としては、上述したトリアリールメタン化合物を含むレーキ顔料、
または染料のなかでも、トリアリールメタン系レーキ顔料が耐熱性、耐光性を高める観点
から好ましい。上記トリアリールメタン系レーキ顔料としては、例えば、Ｃ.Ｉ.ピグメン
トブルー（ＰＢ）１、ＰＢ５６、ＰＢ６１およびＰＢ６２等が挙げられ、これらの１種又
は２種以上のトリアリールメタン系レーキ顔料を含有することが好ましい。
　その合計含有量は、要求される輝度やコントラスト等に応じて適宜調節すれば良いが、
例えば、青色着色層の着色剤全体の合計質量に対して２５質量％以上とすることが、輝度
を高める観点から好ましく、５０質量％以上であることがさらに好ましく、７５質量％以
上であることが特に好ましい。
【０１４０】
　本発明において、青色着色剤として、トリアリールメタン系染料またはトリアリールメ
タン系レーキ顔料を用いる場合、青色着色層には、上述した着色剤以外に、輝度、色味等
を調節するために必要に応じて適宜、ＰＢ１５：１、ＰＢ１５：３、ＰＢ１５：４、ＰＢ
１５：６、ＰＶ２３等のその他の着色剤を併用することができる。
　本発明における青色着色層においては、着色剤全体に対する上記併用される着色剤の含
有量は、高い輝度を確保する観点から、２５質量％未満であることが好ましい。
【０１４１】
　本発明における着色層は、着色剤として染料のみが含有されていてもよい。本発明のカ
ラーフィルタを液晶表示装置に用いた場合は、画素部と液晶セル中の液晶とが直接接触し
ない構成とすることが可能であることから、着色層を形成する際に不純物除去のための高
温焼成処理を行わなくてもよいため、耐熱性の低い染料を用いることが可能となる。また
、染料を用いることにより、液晶表示装置の輝度を好適に向上させることが可能となる。
【０１４２】
　また、感光性樹脂としては、ネガ型感光性樹脂およびポジ型感光性樹脂のいずれも用い
ることができるが、通常はネガ型感光性樹脂が用いられる。このネガ型感光性樹脂として
は、例えば、アクリレート系、メタクリレート系、ポリ桂皮酸ビニル系、もしくは環化ゴ
ム系等の反応性ビニル基を有するものが挙げられる。
【０１４３】
　また、本発明に用いられる着色層の厚みとしては、液晶表示装置において所望のカラー
表示を行うことが可能な程度の厚みであれば特に限定されず、液晶表示装置の用途等によ
り適宜選択することができる。
【０１４４】
　本発明における着色層の形成方法としては、所望のカラー表示を行うことが可能な着色
層を形成することが可能であれば特に限定されない。なお、本発明のカラーフィルタは、
液晶表示装置に用いた場合に画素部と液晶セル中の液晶とが直接接触しない構成とするこ
とが可能であることから、従来の着色層の製造方法において行われていた高温焼成処理を
行わなくてもよいといった利点がある。より具体的には、フォトリソグラフィー法を用い
た従来の着色層の形成方法においては、着色層用組成物を調製し、上記着色層用組成物を
基材上またはパターンドリターダー上に塗布し、次いでパターン露光処理および現像処理
を施した後、高温焼成処理が行われることにより着色層が形成される。一方、本発明にお
ける着色層の形成方法においては、上述したように、着色層に高温焼成処理を行わなくて
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もよいことから、パターン露光および現像処理を施した後、着色層中に含まれる溶剤等が
除去可能な程度の温度を加えて乾燥させることにより着色層を形成することが可能となる
。よって、本発明においては、着色層の形成工程に必要なエネルギーを少なくすることが
でき、高温焼成炉等を必要としないことから、製造コストを削減することが可能となる。
　また、本発明においては、高温焼成処理を必要としないことから、画素部を形成する基
体として樹脂製フィルムを好適に用いることが可能となる。また、着色層を後述する偏光
板に用いられる偏光板保護フィルム上に直接形成することが可能となる。さらに、高温焼
成処理による着色層の輝度の低下を抑制することができる。
　さらに、本発明においては着色層の形成時に高温焼成処理を必要としないことから、熱
による配向の乱れが生じやすい屈折率異方性化合物を含む位相差層の表面上に着色層を形
成した場合も、位相差層中の屈折率異方性化合物の配向の乱れを抑制して着色層を形成す
ることが可能となる。
【０１４５】
　なお、上述した「溶剤等が除去可能な程度の温度」とは、着色層を形成する際に用いら
れる溶剤の種類等により適宜選択されるものであるが、１００℃～１５０℃の範囲内であ
ることが好ましい。上記温度が上記範囲内であることにより、加熱による着色層の輝度の
低下を好適に防止することが可能となるからである。
【０１４６】
　また、上記の説明においては、フォトリソグラフィー法を用いた着色層の形成方法につ
いて説明したが、これに限定されず、本発明においては一般的な着色層の形成方法を用い
ることができる。
【０１４７】
　また、着色層を形成する際に用いられる着色層用組成物としては、上述した着色剤およ
び樹脂の他に、光重合開始剤を添加してもよく、さらには必要に応じて、増感剤、塗布性
改良剤、現像改良剤、架橋剤、重合禁止剤、可塑剤、難燃剤等を添加してもよい。
【０１４８】
３．基材
　次に、本発明に用いられる基材について説明する。本発明の基材はその表面上に上述し
た画素部およびパターンドリターダーが形成されるものである。
　このような基材としては、具体的には、透明基材、偏光板、およびλ／４板を挙げるこ
とができる。以下、それぞれについて説明する。
【０１４９】
（１）透明基材
　本発明に用いられる透明基材としては、所定の透明性を有するものであれば特に限定さ
れるものではない。中でも本発明に用いられる透明基材は、位相差性が低いものであるこ
とが好ましい。より具体的には、本発明に用いられる透明基材は、面内レターデーション
値（Ｒｅ値）が、０ｎｍ～１０ｎｍの範囲内であることが好ましく、０ｎｍ～５ｎｍの範
囲内であることがより好ましく、０ｎｍ～３ｎｍの範囲内であることがさらに好ましい。
透明基材の面内レターデーション値が上記範囲よりも大きいと、例えば、本発明のカラー
フィルタを液晶表示装置に用いて三次元表示を行った場合に、コントラストが低下したり
、３次元表示の見え方が悪くなってしまう場合があるからである。
【０１５０】
　本発明に用いられる透明基材は、可視光領域における透過率が８０％以上であることが
好ましく、９０％以上であることがより好ましい。ここで、透明基材の透過率は、ＪＩＳ
　Ｋ７３６１－１（プラスチック－透明材料の全光透過率の試験方法）により測定するこ
とができる。
【０１５１】
　上記透明基材としては、ガラス基板等の屈曲性を有さない透明な基材であってもよく、
あるいは、樹脂製フィルム等の屈曲性を有する透明な基材であってもよいが、屈曲性を有
する透明な基材であることがより好ましい。パターンドリターダーを加工しやすくなるか
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らである。
【０１５２】
　屈曲性を有さない透明な基材としては、青板ガラス（ソーダライムガラス）、無アルカ
リガラス、石英ガラス等のガラス基板、合成石英板等を挙げることができる。本発明にお
いては、なかでも、青板ガラスを用いることが好ましい。本発明におけるパターンドリタ
ーダー付カラーフィルタは、液晶セル中の液晶と直接接触しないことから、ガラス中の不
純物が液晶中に溶出することを考慮する必要がないため、安価な青板ガラスを用いること
により、液晶表示装置の製造コストを削減することが可能となる。
【０１５３】
　また、樹脂製フィルム等の屈曲性を有する透明な基材としては、例えば、トリアセチル
セルロース等のアセチルセルロース系樹脂、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン
ナフタレート等のポリエステル系樹脂、ポリエチレンやポリメチルペンテン等のオレフィ
ン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリエーテルサルホンやポリカーボネ
ート、ポリスルホン、ポリエーテル、ポリエーテルケトン、（メタ）アクロニトリル、シ
クロオレフィンポリマー、シクロオレフィンコポリマー等の樹脂からなるものを挙げるこ
とができるが、透明フィルム基材の面内レターデーション値をゼロに近付けやすいことか
らアセチルセルロース系樹脂、シクロオレフィンポリマー、シクロオレフィンコポリマー
等の樹脂、アクリル系樹脂が好ましい。
【０１５４】
　透明基材の厚みについては、本発明のカラーフィルタの用途および透明基材を構成する
材料等に応じて適宜決定することができるものであり、特に限定されるものではないが、
通常は、２０μｍ～１８８μｍの範囲内であることが好ましく、３０μｍ～９０μｍの範
囲内であることがより好ましい。
【０１５５】
（２）偏光板
　上記偏光板は、透過光を直線偏光とすることができるものであれば特に限定されるもの
ではなく、通常、偏光子と、偏光子の両側に配置された偏光板保護フィルムとからなるも
のである。
　また、本発明において偏光板をカラーフィルタの基材として用いる場合、画素部やパタ
ーンドリターダーは偏光板保護フィルムの表面上に形成される。
【０１５６】
　また、基材として偏光板を用いる場合は、偏光板の偏光軸に対して、第１位相差領域ま
たは第２位相差領域に形成される位相差層の少なくとも一方の位相差層の進相軸方向また
は遅相軸方向が４５°となるようにしてパターンドリターダーが形成される。
【０１５７】
　本発明に用いられる偏光子としては、透過光を直線偏光とすることができるものであれ
ば特に限定されるものではなく、一般的に液晶表示装置用の偏光板に用いられる偏光子と
して公知のものを用いることができる。このような偏光子としては、例えば、ポリビニル
アルコールからなるフィルムにヨウ素を含浸させ、これを一軸延伸することによってポリ
ビニルアルコールとヨウ素との錯体を形成させたものを挙げることができる。
【０１５８】
　本発明に用いられる偏光板保護フィルムとしては、上記偏光子を保護することができ、
かつ、所望の透明性を有するものであれば特に限定されるものではない。なかでも本発明
に用いられる偏光板保護フィルムは、可視光領域における透過率が８０％以上であるもの
が好ましく、９０％以上であるものがより好ましい。
　ここで、上記偏光板保護フィルムの透過率は、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１（プラスチック
－透明材料の全光透過率の試験方法）により測定することができる。
【０１５９】
　上記偏光板保護フィルムを構成する材料としては、例えば、セルロース誘導体、シクロ
オレフィン系樹脂、ポリメチルメタクリレート、ポリビニルアルコール、ポリイミド、ポ
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リアリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ア
モルファスポリオレフィン、変性アクリル系ポリマー、ポリスチレン、エポキシ樹脂、ポ
リカーボネート、ポリエステル類等を挙げることができる。なかでも本発明においては、
上記材料としてセルロース誘導体、シクロオレフィン系樹脂またはアクリル系樹脂を用い
ることが好ましい。
【０１６０】
　上記セルロース誘導体としては、偏光板において偏光子が空気中の水分等に曝されるこ
とを防止する機能と、偏光子の寸法変化を防止する機能とを有するものであれば特に限定
されるものではない。なかでも本発明においては、上記セルロース誘導体としてセルロー
スエステル類を用いることが好ましく、さらにセルロースエステル類の中でもセルロース
アシレート類を用いることが好ましい。セルロースアシレート類は工業的に広く用いられ
ていることから、入手容易性の点において有利だからである。
【０１６１】
　上記セルロースアシレート類としては、炭素数２～４の低級脂肪酸エステルが好ましい
。低級脂肪酸エステルとしては、例えばセルロースアセテートのように、単一の低級脂肪
酸エステルのみを含むものでもよく、また、例えばセルロースアセテートブチレートやセ
ルロースアセテートプロピオネートのような複数の脂肪酸エステルを含むものであっても
よい。
【０１６２】
　また本発明においては、上記低級脂肪酸エステルの中でもセルロースアセテートを特に
好適に用いることができる。セルロースアセテートとしては、平均酢化度が５７．５～６
２．５％（置換度：２．６～３．０）のトリアセチルセルロースを用いることが最も好ま
しい。このようなトリアセチルセルロールは光学的等方性に優れるからである。
　ここで、酢化度とは、セルロース単位質量当りの結合酢酸量を意味する。酢化度は、Ａ
ＳＴＭ：Ｄ－８１７－９１（セルロースアセテート等の試験方法）におけるアセチル化度
の測定および計算により求めることができる。なお、トリアセチルセルロースフィルムを
構成するトリアセチルセルロースの酢化度は、フィルム中に含まれる可塑剤等の不純物を
除去した後、上記の方法により求めることができる。
【０１６３】
　なお、従来、セルロース誘導体からなるフィルムを偏光板保護フィルムとして用いる場
合、表面をけん化処理することによってポリビニルアルコールからなる偏光子との接着性
を向上することができる。
【０１６４】
　一方、上記シクロオレフィン系樹脂としては、環状オレフィン（シクロオレフィン）か
らなるモノマーのユニットを有する樹脂であれば特に限定されるものではない。このよう
な上記環状オレフィンからなるモノマーとしては、例えば、ノルボルネンや多環ノルボル
ネン系モノマー等を挙げることができる。また、本発明に用いられるシクロオレフィン系
樹脂としては、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）またはシクロオレフィンコポリマー
（ＣＯＣ）のいずれであっても好適に用いることができる。また、上記シクロオレフィン
系樹脂は上記環状オレフィンからなるモノマーの単独重合体であってもよく、または、共
重合体であってもよい。
【０１６５】
　また、本発明に用いられるシクロオレフィン系樹脂は、２３℃における飽和吸水率が１
質量％以下であるものが好ましく、なかでも０．１質量％～０．７質量％の範囲内である
ものが好ましい。このようなシクロオレフィン系樹脂を用いることにより、偏光板を吸水
による光学特性の変化や寸法の変化がより生じにくいものとすることができるからである
。
　ここで、上記飽和吸水率は、上記吸水率は、ＡＳＴＭＤ５７０に準拠し２３℃の水中で
１週間浸漬して増加重量を測定することにより求められる。
【０１６６】
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　本発明に用いられるシクロオレフィン系樹脂からなる偏光板保護フィルムの具体例とし
ては、例えば、Ｔｉｃｏｎａ社製　Ｔｏｐａｓ（登録商標）、ジェイエスアール社製　Ａ
ＲＴＯＮ（登録商標）、日本ゼオン社製　ＺＥＯＮＯＲ（登録商標）、日本ゼオン社製　
ＺＥＯＮＥＸ（登録商標）、三井化学社製　アペル（登録商標）等を挙げることができる
。
【０１６７】
　また、上記アクリル系樹脂は特に限定されないが、例えば、ポリメタクリル酸メチルな
どのポリ（メタ）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合
体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸メチル－
アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸メチル－スチレ
ン共重合体（ＭＳ樹脂など）、脂環族炭化水素基を有する重合体（例えば、メタクリル酸
メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル
酸ノルボルニル共重合体など）などが挙げられる。好ましくは、ポリ（メタ）アクリル酸
メチルなどのポリ（メタ）アクリル酸Ｃ１－６アルキル、特に好ましくは、メタクリル酸
メチルを主成分（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリ
ル酸メチル系樹脂が挙げられる。
【０１６８】
　本発明に用いられるシクロオレフィン系樹脂からなる偏光板保護フィルムの具体例とし
ては、例えば、日本触媒社製アクリビュア（登録商標）を挙げることができる。
【０１６９】
　また、本発明に用いられる偏光板保護フィルムの厚みは特に限定されないが、通常、５
μｍ～２００μｍの範囲内であることが好ましく、特に１５μｍ～１５０μｍの範囲内で
あることが好ましく、さらに３０μｍ～１００μｍの範囲内であることが好ましい。
【０１７０】
（３）λ／４板
　本発明においては、基材としてλ／４板を用いることも可能である。このようなλ／４
板については公知のものと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
　また、λ／４板を基材に用いる場合は、λ／４板の遅相軸方向に対して、第１位相差領
域に形成される位相差層の遅相軸が平行または直交の関係になるようにパターンドリター
ダーが形成される。
【０１７１】
４．その他の構成
　本発明のカラーフィルタは、上述したパターンドリターダー、画素部、および基材以外
にも必要な構成を適宜選択して追加することができる。
【０１７２】
　本発明においては、例えば、パターンドリターダーの第１位相差領域および第２位相差
領域の間、各画素部の間、または各副画素の間に遮光部を有することが好ましい。また、
上記遮光部としては、基材の一方の表面上に形成することができる。また、上記遮光部は
パターンドリターダーの表面上に形成してもよい。
　このような遮光部としては、上記遮光部の材料としては、例えば、後述する「Ｂ．パタ
ーンドリターダー付モノクロ表示用基材」で用いられる遮光部の他、後述する複数色の着
色層を積層させたもの等が挙げられる。また、遮光部の厚み、線幅、形成方法、その他の
事項については一般的な液晶表示装置に用いられる遮光部と同様とすることができるので
ここでの説明は省略する。
【０１７３】
　本発明においては、例えば、画素部の表面上に平坦化層を形成することが好ましい。平
坦化層を形成することにより、画素部の表面上にパターンドリターダーを形成する場合に
は、配向層を形成しやすくなるからである。なお、平坦化層については、透明性を有して
いれば特に限定されず、一般的な液晶表示装置に用いられるものと同様とすることができ
るので、ここでの説明は省略する。
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【０１７４】
　また、例えば、上記基材が透明基材である場合、上記透明基材の上記配向層が形成され
た面とは反対面上に形成されるアンチグレア層や反射防止層を挙げることができる。この
ようなアンチグレア層や反射防止層が形成されていることにより、本発明のカラーフィル
タを用いた液晶表示装置を表示品質の良い３次元表示装置とすることができるという利点
がある。なお、本発明においては、上記反射防止層およびアンチグレア層の一方のみが用
いられていてもよく、または両方が用いられてもよい。
【０１７５】
ＩＩＩ．カラーフィルタの製造方法
　本発明のカラーフィルタの製造方法としては、特に限定されず、一般的な液晶表示装置
に用いられるカラーフィルタの形成方法、位相差層の形成方法等と同様とすることができ
る。一例としては、以下の形成方法が挙げられるがこれに限定されるものではない。
【０１７６】
　図１０は、本発明のカラーフィルタの形成方法の一例を示す工程図である。まず、透明
基材１’の一方の表面上にフォトリソグラフィー法等を用いて着色層（副画素２Ｒ、２Ｇ
、および２Ｂ）を形成することにより、画素部２を形成する。次に、画素部２の表面上に
紫外線硬化性樹脂等を含有する平坦化層４を形成する（図１０（ａ）参照）。
　次に、平坦化層４の表面上に紫外線硬化性樹脂等を含有する配向層形成用層３ａ’を形
成し、次いで、上記配向層形成用層３ａ’の表面にレジストを塗布し、露光および現像す
ることにより、第１配向領域となる部分を露出させ、第２配向領域となる部分を保護する
レジストパターン層５０を形成する（図１０（ｂ）参照）。次に、第１配向領域となる部
分の配向層形成用層３ａ’の表面をラビング処理等することにより、配向規制力を付与し
て第１配向領域Ａ１を形成する（図１０（ｃ）参照）。
　次に、レジストパターン層５０を剥離した後、新たにレジストを塗布し、露光および現
像することにより、第１配向領域Ａ１を保護するレジストパターン層（図示せず）を形成
し、第２配向領域となる部分の配向層形成用層３ａ’の表面を露出させる。次に、第２配
向領域となる部分の配向層形成用層３ａ’の表面をラビング処理等することにより、配向
規制力を付与して第２配向領域Ａ２を形成した後レジストパターン層を剥離することによ
り、配向層３ａを形成することができる（図１０（ｄ）参照）。
　次に、屈折率異方性化合物を含有する位相差層用組成物を配向層３ａ上に塗布し、紫外
線等を照射することにより、屈折率異方性化合物を第１配向領域Ａ１および第２配向領域
Ａ２に沿って配向させることにより、第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２を有
する位相差層３ｂを形成することができる（図１０（ｅ）参照）。
　以上の手順を経ることにより、本発明のカラーフィルタ１１を形成することができる。
【０１７７】
Ｂ．パターンドリターダー付モノクロ表示用基材
　次に本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材について説明する。
　本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材は、基材と、上記基材の一方の表
面上にパターン状に形成された遮光部と、上記基材の一方の表面上に形成された配向層、
および上記配向層の表面上に形成され屈折異方性を有する化合物を含有する位相差層を有
するパターンドリターダーとを有し、上記位相差層が第１位相差領域および第２位相差領
域を有し、上記第１位相差領域に形成される上記位相差層の面内レターデーション値と、
上記第２位相差領域に形成される上記位相差層の面内レターデーション値との差がλ／２
分に相当するものであり、上記第１位相差領域および上記第２位相差領域がそれぞれｎ（
ｎは自然数）個分の上記遮光部の開口部のパターンに沿うパターン状に設けられているこ
とを特徴とする。
【０１７８】
　なお、面内レターデーション値については、上述した「Ａ．パターンドリターダー付カ
ラーフィルタ」の項で説明した内容と同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０１７９】
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　本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材について図を用いて説明する。図
１１は本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材の一例を示す概略断面図であ
り、図１２（ａ）は図１１におけるパターンドリターダーの概略平面図であり、図１２（
ｂ）は図１１における第１位相差領域および第２位相差領域について説明する説明図であ
る。
　図１１および図１２に例示するように、本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示
用基材１２は、透明基材１’(基材１)と、透明基材１’の一方の表面上にパターン状に形
成された遮光部５と、遮光部５の表面上に形成された平坦化層４と、平坦化層４の表面上
に形成された配向層３ａ、および配向層３ａの表面上に形成され屈折異方性を有する化合
物を含有する位相差層３ｂを有するパターンドリターダーとを有するものである。また、
位相差層３ｂが、第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２を有し、第１位相差領域
Ｂ１に形成される位相差層３ｂの面内レターデーション値と、第２位相差領域Ｂ２に形成
される位相差層３ｂの面内レターデーション値との差がλ／２分に相当するものであり、
第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２がそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の遮光部
５の開口部６のパターンに沿うパターン状に設けられているパターンドリターダー３を有
する。この例においては、第１位相差領域Ｂ１および第２位相差領域Ｂ２が互いに平行な
帯状のパターンに設けられ、少なくとも帯の幅方向（図１２（ｂ）中、ｘで示される方向
）に３個分の遮光部５の開口部６のパターンを有するパターン状に設けられている例につ
いて示している。
【０１８０】
　また、図１３は本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材の他の例を示す概
略断面図である。図１３に例示するように、本発明においては、基材１として偏光板３０
を用いてもよく、図示はしないが、λ／４板を用いてもよい。なお、図１３は、本発明の
パターンドリターダー付モノクロ表示用基材の他の例を示す概略断面図であり、説明して
いない符号については図１１と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０１８１】
　本発明によれば、同一の基材の表面上に遮光部とパターンドリターダーとを形成するこ
とが可能となることから、遮光部の開口部のパターンと位相差層の第１位相差領域および
第２位相差領域のパターンとを良好な位置精度で形成することができる。よって、遮光部
の開口部のパターンと位相差層の第１位相差領域および第２位相差領域のパターンとの位
置ずれの少ないパターンドリターダー付モノクロ表示用基材とすることができるため、液
晶表示装置の偏光板の外側に配置して用いることにより、良好に３次元表示を行うことが
可能となる。
【０１８２】
　以下、本発明のパターンドリターダー付モノクロ表示用基材（以下、モノクロ表示用基
材と称する場合がある。）の詳細について説明する。
【０１８３】
Ｉ．モノクロ表示用基材の構造
　まず、本発明のモノクロ表示用基材の構造について説明する。本発明のモノクロ表示用
基材の構造としては、基材の一方の表面上に遮光部およびパターンドリターダーを形成す
ることが可能な構造であれば特に限定されない。
　上記モノクロ表示用基材の構造については、上記基材の種類により適宜選択され、具体
的には、上記基材が透明基材である場合と、上記基材が観察者側の偏光板である場合と、
上記基材がλ／４板である場合とに大別される。以下、各場合について説明する。
【０１８４】
１．基材が透明基材である場合
　上記の場合、カラーフィルタの構造としては、図１１、図１４（ａ）、（ｂ）に例示す
るように、透明基材１’の一方の表面側に遮光部５およびパターンドリターダー３が形成
されている構造であってもよく、図１４（ｃ）に例示するように、透明基材１’の一方の
表面上に遮光部５が形成され、透明基材１’の他方の表面上にパターンドリターダー３が
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形成されている構造であってもよい。本発明においては、なかでも、図１１、図１４（ａ
）、（ｂ）に例示するように、透明基材１’の一方の表面側に遮光部５およびパターンド
リターダー３が形成されている構造であることが好ましい。遮光部の開口部のパターンと
パターンドリターダーの第１位相差領域および第２位相差領域のパターンをより良好な位
置精度で形成することができるからである。また、この場合の具体的なカラーフィルタ１
１の構造としては、図１４（ａ）に例示するように、透明基材１’の同一表面上に遮光部
５およびパターンドリターダー３が形成されている構造や、透明基材の一方の表面上に遮
光部およびパターンドリターダーが積層された構造、すなわち、図１１に例示するように
、透明基材１’、遮光部５、およびパターンドリターダー３の順に積層された構造や、図
１４（ｂ）に例示するように、透明基材１’、パターンドリターダー３、および遮光部５
の順に積層された構造を挙げることができる。また、本発明においては、特に透明基材、
遮光部、およびパターンドリターダーの順に積層された構造であることが好ましい。モノ
クロ表示用基材の形成時に、位相差層が加熱されないものとすることができるからである
。また、この場合、遮光部とパターンドリターダーの配向層との間に平坦化層を設けるこ
とが好ましい。配向層の表面にラビング処理等を行いやすくなるからである。
　なお、図１４は本発明のモノクロ表示用基材の他の例を示す概略断面図であり、説明し
ていない符号については、図１１等と同様とすることができるので、ここでの説明は省略
する。
【０１８５】
２．基材が観察者側の偏光板である場合
　上記の場合、本発明のカラーフィルタは液晶表示装置に用いられるに際しては、遮光部
およびパターンドリターダーが観察者側の偏光板の外側に配置されるものとなる（後述す
る図１９参照）。
　したがって、モノクロ表示用基材の構造としては、偏光板の観察者側の表面上に画素部
およびパターンドリターダーが積層された構造となる。具体的には、図１３（ａ）に例示
するように偏光板３０、遮光部５、およびパターンドリターダー３の順に積層された構造
や、図１３（ｂ）に例示するように偏光板３０、パターンドリターダー３、および遮光部
５の順に積層された構造を挙げることができる。また、図１３（ｃ）に例示するように偏
光板３０の同一表面上に遮光部５およびパターンドリターダー３が形成された構造を挙げ
ることができる。
【０１８６】
３．基材がλ／４板である場合
　本発明のモノクロ表示用基材は、基材として、上述した透明基材や偏光板の他に、必要
に応じて配置されるλ／４板を用いることができる。この場合のカラーフィルタの構造お
よび配置については、「１．基材が透明基材である場合」の項で説明したものと同様とす
ることができるので、ここでの説明は省略する。
【０１８７】
ＩＩ．モノクロ表示用基材の各構成
　本発明のモノクロ表示用基材は、基材と、遮光部と、パターンドリターダーとを有する
ものである。以下、各構成について説明する。
【０１８８】
１．パターンドリターダー
（１）第１位相差領域および第２位相差領域のパターン
　まず、第１位相差領域および第２位相差領域のパターンについて説明する。第１位相差
領域および第２位相差領域はそれぞれｎ（ｎは自然数）個分の遮光部の開口部のパターン
に沿うパターン状に設けられているものである。
　ここで、ｎ（ｎは自然数）個分の遮光部の開口部のパターンに沿うパターンとは、第１
位相差領域および第２位相差領域にそれぞれ少なくとも１個の遮光部の開口部が含まれる
パターンをいうものであり、１個の遮光部の開口部が第１位相差領域および第２位相差領
域の２つの領域に含まれないパターンをいうものである。
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【０１８９】
　このような第１位相差領域および第２位相差領域の具体的なパターンは、パターンドリ
ターダー付モノクロ表示用基材の用途、遮光部の開口部のパターン等に応じて適宜決定す
ることができ、特に限定されるものではない。より具体的には、帯状パターン、モザイク
状パターン、千鳥配置状パターン等を挙げることができる。なかでも本発明においては、
第１位相差領域および第２位相差領域のパターンが互いに平行な帯状パターンであること
が好ましい。第１位相差領域および第２位相差領域を、遮光部の開口部のパターンに沿う
ように良好な位置精度でパターン状に設けることが可能となるからである。
【０１９０】
　第１位相差領域および第２位相差領域に含まれる遮光部の開口部の個数としては、１個
以上であれば特に限定されず、そのパターンに応じて適宜選択される。なお、通常、第１
位相差領域と第２位相差領域とに含まれる遮光部の開口部の個数は同数である。
【０１９１】
　より具体的には、第１位相差領域および第２位相差領域が互いに平行な帯状パターンで
設けられている場合、各領域に含まれる遮光部の開口部の個数としては、上記帯状パター
ンの幅方向に１個～９０個の範囲内、なかでも１個～６０個の範囲内、特に１個～３０個
の範囲内とすることが好ましい。上記数値を超える場合は、液晶表示装置に用いた場合に
、良好な３次元表示を行うことが困難となる場合があるからである。また、上記帯状パタ
ーンの長さ方向における遮光部の開口部の個数についてはモノクロ表示用基材の種類によ
り適宜選択される。
【０１９２】
　また、本発明のカラーフィルタを液晶表示装置に用いて３次元表示をする場合は、第１
位相差領域または第２位相差領域に含まれる開口部が、第１位相差領域または第２位相差
領域のパターンの配列方向（帯状パターンにおいては幅方向）の断面を観察した場合に１
個であることが特に好ましい。これにより、液晶表示装置においてさらに良好な３次元表
示を行うことができる。
【０１９３】
　なお、第１位相差領域および第２位相差領域のパターンについて、上述した点以外は、
「Ａ．パターンドリターダー付カラーフィルタ」の項で説明したものと同様とすることが
できるので、ここでの説明は省略する。
【０１９４】
（２）パターンドリターダーの形態
　本発明に用いられるパターンドリターダーの形態については上述した「Ａ．パターンド
リターダー付カラーフィルタ」の項で説明したものと同様とすることができるので、ここ
での説明は省略する。
【０１９５】
２．遮光部
　本発明における遮光部について説明する。本発明における遮光部は、モノクロ表示用の
画素部を画定するものである。
【０１９６】
　本発明における遮光部の開口部のパターン配列としては、一般的な液晶表示装置に用い
られるものと同様とすることができ、具体的には、上述した「Ａ．パターンドリターダー
付カラーフィルタ」の項で説明した画素部のパターン配列と同様とすることができるので
、ここでの説明は省略する。
【０１９７】
　上記遮光部の材料としては、例えば、黒色着色剤をバインダ樹脂中に分散または溶解さ
せたものや、クロム、酸化クロム、窒化クロム等の金属薄膜等が挙げられる。
　本発明において、パターンドリターダーの表面上に遮光部を形成する場合は、黒色着色
剤をバインダ樹脂中に分散または溶解させたものが好適に用いられる。
【０１９８】



(34) JP 6614251 B2 2019.12.4

10

20

30

40

50

　遮光部が黒色着色剤をバインダ樹脂中に分散または溶解させたものである場合、遮光部
に用いられる黒色着色剤については一般的なものを用いることができる。一方、バインダ
樹脂としては、遮光部の形成方法に適したものを用いることが好ましい。この遮光部の形
成方法としては、遮光部をパターニングすることができる方法であれば特に限定されるも
のではなく、例えば、遮光部用感光性樹脂組成物を用いたフォトリソグラフィー法、印刷
法、インクジェット法等を挙げることができる。
【０１９９】
　上記の場合であって、遮光部の形成方法として印刷法やインクジェット法を用いる場合
、バインダ樹脂としては、例えば、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポリアクリレート樹
脂、ポリカーボネート樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルピロリドン樹脂、ヒ
ドロキシエチルセルロース樹脂、カルボキシメチルセルロース樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂
、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、
ポリエステル樹脂、マレイン酸樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げられる。
　また、上記の場合であって、遮光部の形成方法としてフォトリソグラフィー法を用いる
場合、バインダ樹脂としては、例えば、アクリレート系、メタクリレート系、ポリ桂皮酸
ビニル系、もしくは環化ゴム系等の反応性ビニル基を有する感光性樹脂が用いられる。こ
の場合、黒色着色剤および感光性樹脂を含有する遮光部用感光性樹脂組成物には、光重合
開始剤を添加してもよく、さらには必要に応じて増感剤、塗布性改良剤、現像改良剤、架
橋剤、重合禁止剤、可塑剤、難燃剤等を添加してもよい。
【０２００】
　一方、遮光部が金属薄膜である場合、金属薄膜としては、ＣｒＯｘ膜（ｘは任意の数）
およびＣｒ膜が２層積層されたものであってもよく、また、より反射率を低減させたＣｒ
Ｏｘ膜（ｘは任意の数）、ＣｒＮｙ膜（ｙは任意の数）およびＣｒ膜が３層積層されたも
のであってもよい。この遮光部の形成方法としては、遮光部をパターニングすることがで
きる方法であれば特に限定されるものではなく、例えば、フォトリソグラフィー法、マス
クを用いた蒸着法、印刷法等を挙げることができる。
【０２０１】
　遮光部の膜厚としては、金属薄膜の場合は０．２μｍ～０．４μｍ程度で設定され、黒
色着色剤をバインダ樹脂中に分散または溶解させたものである場合は０．５μｍ～３μｍ
程度で設定される。
【０２０２】
３．基材
　本発明に用いられる基材については、上述した「Ａ．パターンドリターダー付カラーフ
ィルタ」の項で説明したものと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０２０３】
ＩＩＩ．その他
　本発明のモノクロ表示用基材は、基材、遮光部、およびパターンドリターダーを有する
ものであれば特に限定されず、他にも必要な構成を適宜選択して追加することができる。
このような構成としては、例えば、平坦化層、反射防止層、およびアンチグレア層等を挙
げることができる。
【０２０４】
　また、本発明のモノクロ表示用基材の製造方法としては、特に限定されない。例えば、
上述したカラーフィルタの製造方法において、画素部の形成工程に代えて遮光部の形成工
程を適用する方法を好適に用いることができる。
【０２０５】
Ｃ．液晶表示装置
　本発明の液晶表示装置は、その構成の違いにより２つの態様を有し、具体的には、上述
したパターンドリターダー付カラーフィルタを有する態様と、上述したパターンドリター
ダー付モノクロ表示用基材を有する態様とを挙げることができる。
　以下、各態様について説明する。
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【０２０６】
Ｉ．第１態様
　第１態様の液晶表示装置は、上述したパターンドリターダー付カラーフィルタ（以下、
単にカラーフィルタと称する場合がある。）と、液晶セルと、上記液晶セルの両側に配置
された一対の偏光板と、を有し、上記パターンドリターダー付カラーフィルタが、上記一
対の偏光板のうち、いずれか一方の偏光板の上記液晶セル側とは反対側に配置されている
ことを特徴とする。
【０２０７】
　本態様の液晶表示装置について図を用いて説明する。図１５は本態様の液晶表示装置の
一例を示す概略断面図である。図１５に例示するように、本態様の液晶表示装置１００は
、パターンドリターダー付カラーフィルタ１１と、一対の液晶セル用基材２１α、２１β
および両者の間に形成された液晶層２２を有する液晶セル２０と、液晶セル２０の両側に
配置された一対の偏光板３０α、３０βとを有し、パターンドリターダー付カラーフィル
タ１１が偏光板３０αの外側に配置されていることを特徴とする。また、パターンドリタ
ーダー付カラーフィルタ１１は、通常、液晶表示装置１００において観察者側に位置する
偏光板３０α（以下、観察者側の偏光板３０αと称する場合がある。）の外側に配置され
る。また、観察者側の偏光板３０αと反対側の偏光板３０βの外側には、通常、バックラ
イト４０が配置される。
【０２０８】
　図１６は本態様の液晶表示装置の他の例を示す概略断面図である。図１６に例示するよ
うに、本態様に用いられるパターンドリターダー付カラーフィルタ１１の基材１が偏光板
３０αである場合は、上記パターンドリターダー付カラーフィルタ１１は、液晶セル２０
の観察者側に配置され、画素部２およびパターンドリターダー３が観察者側に位置するよ
うに配置される。
【０２０９】
　本態様によれば、パターンドリターダー付カラーフィルタを偏光板の外側に配置するこ
とにより、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置とすることが可能となる。
【０２１０】
　また、本態様においては、λ／４板をカラーフィルタとともに用いることにより、本態
様の液晶表示装置を用いて３次元表示を容易に行うことが可能となる。以下、この理由に
ついて図を用いて説明する。図１７は、λ／４板とを組み合わせた液晶表示装置の一例を
示す概略図である。図１７に例示するように、本態様の液晶表示装置において、上述した
第３態様のパターンリターダーを有する場合は、λ／４板を配置することによりは、パッ
シブ方式により３次元表示が可能なものとなる。その原理は次の通りである。
　まず、液晶表示装置の映像表示領域を、右目用の映像表示領域と左目用の映像表示領域
の２種類の複数の映像表示領域にパターン状に分割し、一方のグループの映像表示領域で
は右目用の映像を表示させ、他方のグループの映像表示領域では左目用の映像を表示させ
る。次に、本態様に用いられるカラーフィルタとして、位相差層の第１位相差領域が左目
用の映像表示領域の配列パターンに対応するように形成され、かつ第１位相差領域以外の
領域（図１７では、当該領域には何も形成されていないものとする。）が右目用の映像表
示領域の配列パターンに対応するように形成されたパターンドリターダーを有するものを
用意する。そして、このような本態様に用いられるカラーフィルタを、観察者側の偏光板
の外側に配置し、さらにλ／４板をカラーフィルタの表示面側に配置する。このとき、第
１位相差領域の遅相軸の方向と、偏光板の偏光軸の方向とが４５°で交差するようにし、
さらに第１位相差領域の遅相軸方向とλ／４板の遅相軸方向とが平行または直交の関係に
なるようにする。このようにカラーフィルタとλ／４板とを配置することによって、右目
用の映像表示領域および左目用の映像表示領域によって表示された映像（以下、それぞれ
「右目用映像」、「左目用映像」と称する場合がある。）は、次のような経路で観察者に
視認されることになる。
　すなわち、右目用の映像表示領域および左目用の映像表示領域によって表示された各映
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像は、まず、偏光板を透過することから、それぞれが直線偏光に変換されることになる。
ここで、図１７においては、偏光板の偏光軸は０°方向となっているため、第２偏光板を
透過した各映像も、０°方向の直線偏光となる。次に、このように直線偏光に（０°）変
換された各映像は、本態様に用いられるカラーフィルタのパターンドリターダーに入射す
ることになるが、左目用映像は第１位相差領域を通過し、右目用映像は位相差層が形成さ
れていない第２位相差領域を通過するため、左目用映像は偏光軸が９０°の直線偏光（Ｌ
１）として、パターンドリターダーを透過するが、右目用映像には変化はなく、偏光軸が
０°の直線偏光（Ｌ２）のままパターンドリターダーを透過することになる。次に、Ｌ１
およびＬ２がλ／４板に入射することにより、左目用映像は右旋回の円偏光（Ｃ１）に、
右目用映像は左旋回の円偏光（Ｃ２）に、それぞれ変換されることになる。
　このように、本態様に用いられるカラーフィルタのパターンドリターダーおよびλ／４
板を通過した右目用映像および左目用映像は、互いに直交する円偏光に変換されることに
なるため、視聴者に右目用レンズと左目用レンズとに互いに直交する円偏光レンズを採用
した円偏光メガネを装着させ、右目用の映像が右目用レンズのみを通過し、かつ左目用の
映像が左目用のレンズのみを通過するようにすることによって、右目用の映像が右目のみ
に届き、左目用の映像が左目のみに届くようにすることができ、３次元表示が可能となる
のである。
　なお、図１７においては、本態様に用いられるパターンドリターダーにおける位相差層
において、第１位相差領域以外の領域には何も形成されていない例を説明したが、例えば
、上記第１位相差領域以外の領域に、面内レターデーション値がλ／２分に相当し、かつ
遅相軸方向が上記第１位相差領域の遅相軸方向と４５°で交差する関係にあり、さらに遅
相軸方向が、偏光板の偏光軸方向と平行又は直交の関係にある第２位相差領域が形成され
ている場合であっても、上記と同様に３次元表示可能な液晶表示装置を得ることができる
。
【０２１１】
　以下、本態様の液晶表示装置について説明する。
【０２１２】
１．カラーフィルタの配置
　本態様におけるカラーフィルタの配置としては、偏光板の外側に配置することが可能で
あれば特に限定されない。本態様においては、偏光板の偏光軸方向に対して、カラーフィ
ルタの位相差層の進相軸方向または遅相軸方向が４５°となるように配置される。
【０２１３】
　また、このようなカラーフィルタの配置としては、基材が偏光板である場合は、偏光板
の表面上に積層されて形成された画素部およびパターンドリターダーが液晶セル側とは反
対側に位置するように配置される。
　一方、基材が透明基材やλ／４板である場合、基材の一方の表面上に画素部およびパタ
ーンドリターダーが積層された構造を有する場合は、偏光板と基材側とが対向するように
カラーフィルタが配置されていてもよく、偏光板と画素部およびパターンドリターダー側
とが対向するようにカラーフィルタが配置されていてもよい。また、基材の一方の表面上
に画素部が形成され、他方の表面上にパターンドリターダーが形成されている場合は、偏
光板と画素部側とが対向するように配置されていてもよく、偏光板とパターンドリターダ
ー側とが対向するように配置されていてもよい。
【０２１４】
２．液晶表示装置の各構成
　本態様の液晶表示装置に用いられる各構成について説明する。
【０２１５】
（１）カラーフィルタ
　本態様に用いられるカラーフィルタについては「Ａ．パターンドリターダー付カラーフ
ィルタ」の項で記載したものと同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０２１６】
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（２）液晶セル
　本態様における液晶セルは、通常、一対の液晶セル用基材と、一対の液晶セル用基材の
間に形成された液晶層とを有するものである。また、一対の液晶セル用基材は、通常、一
方の液晶セル用基材がＴＦＴ素子等の液晶駆動素子を有し、液晶駆動素子側基板として用
いられ、他方の液晶セル用基材が透明電極層を有し、対向基板として用いられる。
　本態様における液晶セル用基材および液晶層の材料、液晶セル、および液晶セルの形成
方法については、一般的な液晶表示装置に用いられるものと同様とすることができるので
、ここでの説明は省略する。
【０２１７】
（３）偏光板
　次に、本態様における偏光板について説明する。
　本態様における偏光板は、液晶セルの両側に配置されるものである。また、上記偏光板
は、上述した「Ａ．パターンドリターダー付カラーフィルタ」の項で説明したものと同様
とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【０２１８】
（４）その他の構成
　本態様の液晶表示装置は、上述した各構成を有するものであれば特に限定されず、必要
に応じてその他を構成を適宜選択して追加することができる。
　また、本態様の液晶表示装置は、通常、液晶表示装置のカラーフィルタの配置側の偏光
板とは、反対側に位置する偏光板の外側にバックライトが配置される。バックライトにつ
いては、一般的な液晶表示装置に用いられるものと同様とすることができるので、ここで
の説明は省略する。
【０２１９】
３．液晶表示装置の製造方法
　本態様の液晶表示装置の製造方法としては、特に限定されず、一般的な液晶表示装置の
製造方法を適用することができる。例えば、カラーフィルタ、液晶セル、偏光板等をそれ
ぞれ準備し、各層を接着剤等を用いて貼り合わせる方法を挙げることができる。
【０２２０】
ＩＩ．第２態様
　第２態様の液晶表示装置は、上述したパターンドリターダー付モノクロ表示用基材（以
下、単にモノクロ表示用基材と称する場合がある。）と、液晶セルと、上記液晶セルの両
側に配置された一対の偏光板と、を有し、上記パターンドリターダー付モノクロ表示用基
材が、上記一対の偏光板のうち、いずれか一方の偏光板の上記液晶セル側とは反対側に配
置されていることを特徴とする。
【０２２１】
　本態様の液晶表示装置について図を用いて説明する。図１８は本態様の液晶表示装置の
一例を示す概略断面図である。図１８に例示するように、本態様の液晶表示装置１００は
、パターンドリターダー付モノクロ表示用基材１２と、液晶セル２０と、液晶セル２０の
両側に配置された一対の偏光板３０α、３０βとを有し、パターンドリターダー付モノク
ロ表示用基材１２が観察者３０α側の偏光板の外側に配置されていることを特徴とする。
【０２２２】
　図１９は本態様の液晶表示装置の他の例を示す概略断面図である。図１９に例示するよ
うに、本態様においてパターンドリターダー付モノクロ表示用基材１２の基材として偏光
板３０αを用いる場合は、液晶セルの観察者側に配置され、遮光部５およびパターンドリ
ターダー３が観察者側に位置するように配置される。
【０２２３】
　本態様によれば、パターンドリターダー付モノクロ表示用基材を偏光板の外側に配置す
ることにより、３次元表示を良好に行うことが可能な液晶表示装置とすることが可能とな
る。また、本態様によれば、λ／４板を配置することによっても容易に３次元表示を行う
ことが可能な液晶表示装置とすることができる。なお、この理由については上述した「Ｉ
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．第１態様」の項で説明したため、ここでの説明は省略する。
【０２２４】
１．モノクロ表示用基材の配置
　本態様におけるモノクロ表示用基材の配置としては、偏光板の外側に配置することが可
能であれば特に限定されない。本態様においては、偏光板の偏光軸方向に対して、モノク
ロ表示用基材の位相差層の進相軸方向または遅相軸方向が４５°となるように配置される
。
【０２２５】
　また、このようなモノクロ表示用基材の配置としては、基材が偏光板である場合は、偏
光板の表面上に積層されて形成された遮光部およびパターンドリターダーが液晶セル側と
は反対側に位置するように配置される。
　一方、基材が透明基材やλ／４板である場合、基材の一方の表面上に遮光部およびパタ
ーンドリターダーが積層された構造を有する場合は、偏光板と基材側とが対向するように
モノクロ表示用基材が配置されていてもよく、偏光板と遮光部およびパターンドリターダ
ー側とが対向するようにモノクロ表示用基材が配置されていてもよい。また、基材の一方
の表面上に遮光部が形成され、他方の表面上にパターンドリターダーが形成されている場
合は、偏光板と遮光部側とが対向するように配置されていてもよく、偏光板とパターンド
リターダー側とが対向するように配置されていてもよい。
【０２２６】
２．その他
　本態様の液晶表示装置に用いられるモノクロ表示用基材については、上述した「Ｂ．パ
ターンドリターダー付モノクロ表示用基材」の項で説明したため、ここでの説明は省略す
る。また、液晶セル、偏光板、その他の構成、および液晶表示装置の製造方法については
上述した「Ｉ．第１態様」の項で説明したものと同様とすることができるので、ここでの
説明は省略する。
【０２２７】
　本態様は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は例示であり、本態
様の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様な作用効
果を奏するものは、いかなるものであっても本態様の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【０２２８】
　以下、実施例および比較例を挙げて本態様を具体的に説明する。
【０２２９】
［実施例１］
（硬化性樹脂組成物の調製）
　重合槽中にメタクリル酸メチル（ＭＭＡ）を６３質量部、アクリル酸（ＡＡ）を１２質
量部、メタクリル酸－２－ヒドロキシエチル（ＨＥＭＡ）を６質量部、ジエチレングリコ
ールジメチルエーテル（ＤＭＤＧ）を８８質量部仕込み、攪拌し溶解させた後、２，２’
 －アゾビス（２－メチルブチロニトリル）を７質量部添加し、均一に溶解させた。その
後、窒素気流下、８５℃で２時間攪拌し、更に１００℃で１時間反応させた。得られた溶
液に、更にメタクリル酸グリシジル（ＧＭＡ）を７質量部、トリエチルアミンを０．４質
量部、およびハイドロキノンを０．２質量部添加し、１００℃で５時間攪拌し、共重合樹
脂溶液（固形分５０％）を得た。
【０２３０】
　次に下記の材料を室温で攪拌、混合して硬化性樹脂組成物とした。
【０２３１】
＜硬化性樹脂組成物の組成＞
・上記共重合樹脂溶液（固形分５０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　１６質量部
・ジペンタエリスリトールペンタアクリレート（サートマー社　ＳＲ３９９）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４質量部



(39) JP 6614251 B2 2019.12.4

10

20

30

40

50

・オルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂（油化シェルエポキシ社　エピコート１８
０Ｓ７０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
・２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
・ジエチレングリコールジメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　５２質量部
【０２３２】
（遮光部の形成）
　まず、下記分量の成分を混合し、サンドミルにて十分に分散し、黒色顔料分散液を調製
した。
＜黒色顔料分散液の組成＞
・黒色顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３質量部
・高分子分散材（ビックケミー・ジャパン（株）　Disperbyk111）　　　　　　２質量部
・溶剤（ジエチレングリコールジメチルエーテル）　　　　　　　　　　　　７５質量部
【０２３３】
　次に、下記分量の成分を十分混合して、遮光層用組成物を得た。
＜遮光部用組成物の組成＞
・上記黒色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１質量部
・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
・ジエチレングリコールジメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
【０２３４】
　厚み０．７ｍｍのガラス基板（旭硝子（株）　ＡＮ材）上に上記遮光層用組成物をスピ
ンコーターで塗布し、１００℃で３分間乾燥させ、膜厚約１μｍの遮光層を形成した。当
該遮光層を、超高圧水銀ランプで遮光パターン(ＲＧＢの繰り返しが７５μｍピッチのス
トライプ状)に露光した後、０．０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液で現像し、その後、基
板を１８０℃の雰囲気下に３０分間放置することにより加熱処理を施して遮光部を形成す
べき領域に遮光部を形成した。
【０２３５】
（着色層の形成）
　上記のようにして遮光部を形成したガラス基板上に、下記組成の赤色硬化性樹脂組成物
をスピンコーティング法により塗布（塗布厚み２．０μｍ）し、その後、７０℃のオーブ
ン中で３分間乾燥した。次いで、赤色硬化性樹脂組成物の塗布膜から１００μｍの距離に
フォトマスクを配置してプロキシミティアライナにより２．０ｋＷの超高圧水銀ランプを
用いて着色層の形成領域に相当する領域のみに紫外線を１０秒間照射した。次いで、０．
０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液（液温２３℃）中に１分間浸漬してアルカリ現像し、赤
色硬化性樹脂組成物の塗布膜の未硬化部分のみを除去した。その後、基板を１５０℃の雰
囲気下に１５分間放置することにより、加熱処理を施して赤色副画素を形成すべき領域に
赤色のレリーフパターン（赤色着色層）を形成した。
　次に、下記組成の緑色硬化性樹脂組成物を用いて、赤色のレリーフパターン形成と同様
の工程で、緑色副画素を形成すべき領域に緑色のレリーフパターン（緑色着色層）を形成
した。
　さらに、下記組成の青色硬化性樹脂組成物を用いて、赤色のレリーフパターン形成と同
様の工程で、青色副画素を形成すべき領域に青色のレリーフパターン（青色着色層）を形
成し、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の３色からなる副画素を有する画素部を形成した。
【０２３６】
＜赤色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２３７】
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＜緑色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２３８】
＜青色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２３９】
（保護膜の形成）
　上記のようにして着色層を形成したガラス基板上に、硬化性樹脂組成物をスピンコーテ
ィング法により塗布、乾燥し、乾燥塗膜２μｍの塗布膜を形成した。
　硬化性樹脂組成物の塗布膜から１００μｍの距離にフォトマスクを配置してプロキシミ
ティアライナにより２．０ｋＷの超高圧水銀ランプを用いて保護層の形成領域に相当する
領域のみに紫外線を１０秒間照射した。次いで、０．０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液（
液温２３℃）中に１分間浸漬してアルカリ現像し、硬化性樹脂組成物の塗布膜の未硬化部
分のみを除去した。その後基板を１５０℃の雰囲気中に１５分間放置することにより加熱
処理を施して保護膜を形成した。
【０２４０】
（パターンドリターダーの形成）
　前記保護膜形成後のガラス基板にポリイミドよりなる配向膜(日産化学社製、ＳＥ－６
２１０)を形成後、配向層形成用層上にポジ型レジスト(ＤＸ ６２７０Ｐ、ＡＺエレクト
ロニックマテリアルズ株式会社製）を塗布し、露光および現像することにより、第２配向
領域に対応する領域にレジスト層をパターン状に形成した。またこの際、第１配向領域に
対応する領域の表面を露出させた。次に、上記表面にラビング処理を施して第１配向領域
を形成した。次いで、レジスト層を剥離して、第２配向領域に対応する領域の表面を露出
させた後、再度レジストの塗布、露光および現像を行うことにより第１配向領域上にレジ
スト層をパターン状に形成し、第２配向領域に対応する領域の表面にラビング処理を施し
た後、レジスト層の剥離を行うことにより第２配向領域を形成した。次に、前記配向処理
を施した基板に、位相差層を１．０μｍ形成し面内レターデーションがλ／４分に相当す
るように形成した。ここで、第１配向領域上が第１位相差領域であり面内レターデーショ
ンは４５０μｍであった。第２位相差領域も同様であった。
　また、得られた位相差層の第１位相差領域および第２位相差領域は、互いに平行な帯状
パターンに設けられたものであり、帯の幅方向に１０個分の画素部のパターンが含まれる
ように設けられたものである。
【０２４１】
（液晶表示装置の作製）
　ＴＦＴを形成したガラス基板上に上記硬化性樹脂組成物をスピンコートし、所定の位置
にフォトスペーサを形成した。さらに、上記ＴＦＴ基板および対向ガラス基板上にポリイ
ミドよりなる配向膜(日産化学社製、ＳＥ－６２１０)を形成し、ＩＰＳ液晶を必要量滴下
し、ＵＶ硬化性樹脂(スリーボンド社製、ThreeBond3025)をシール材として用い、常温で
０．３ｋｇｆ/ｃｍ２の圧力をかけながら４００ｍＪ/ｃｍ２の照射量で露光することによ
り接合して、セル組みし、液晶セルを得た。液晶セルに両面に偏光板(日東電工社製、Ｓ
ＥＧ１４２５ＤＵ)を貼り、前記パターンドリターダーを形成した基板上にＵＶ硬化性樹
脂を塗布し、パターンドリターダーと偏光板とが対向するように、液晶セルの一方の偏光
板とカラーフィルタを貼り合わせた。光源として白色ＬＥＤ素子、導光板、プリズムシー
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ト、輝度向上シートを用いたバックライトユニットをカラーフィルタと反対側に設置した
。
【０２４２】
［実施例２］
　第２位相差領域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／４＋λ／２分に
なるように着色層の膜厚を変更し、ラビング方向を同一にした以外は実施例１と同様にし
て液晶表示装置を作製した。
【０２４３】
［実施例３］
　第１位相差領域に形成される位相差層の面内レターデーション値がλ／２分になるよう
に位相差層の膜厚を変更し、第２位相差領域に位相差層を形成しなかった以外は実施例１
と同様にして液晶表示装置を作製した。
【０２４４】
［実施例４］
　カラーフィルタの遮光部を形成しなかった以外は実施例１と同様にして液晶表示装置を
作製した。
【０２４５】
［実施例５］
　パターンドリターダー形成後のガラス基板の裏面側にＵＶ硬化性樹脂を塗布し、ガラス
基板と偏光板とが対向するように、液晶セルの一方の偏光板と貼り合わせた以外は実施例
１と同様にして液晶表示装置を作製した。
【０２４６】
［比較例１］
（着色層の形成）
　実施例１と同様にしてブラックマトリクスを形成した基板上に、下記組成の赤色硬化性
樹脂組成物をスピンコーティング法により塗布（塗布厚み２．０μｍ）し、その後、７０
℃のオーブン中で３分間乾燥した。次いで、赤色硬化性樹脂組成物の塗布膜から１００μ
ｍの距離にフォトマスクを配置してプロキシミティアライナにより２．０ｋＷの超高圧水
銀ランプを用いて着色層の形成領域に相当する領域のみに紫外線を１０秒間照射した。次
いで、０．０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液（液温２３℃）中に１分間浸漬してアルカリ
現像し、赤色硬化性樹脂組成物の塗布膜の未硬化部分のみを除去した。その後、基板を２
３０℃の雰囲気下に３０分間放置することにより、加熱処理を施して赤色副画素を形成す
べき領域に赤色のレリーフパターン（赤色着色層）を形成した。
　次に、下記組成の緑色硬化性樹脂組成物を用いて、赤色のレリーフパターン形成と同様
の工程で、緑色副画素を形成すべき領域に緑色のレリーフパターン（緑色着色層）を形成
した。
　さらに、下記組成の青色硬化性樹脂組成物を用いて、赤色のレリーフパターン形成と同
様の工程で、青色副画素を形成すべき領域に青色のレリーフパターン（青色着色層）を形
成し、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の３色からなる副画素を有する画素部を形成した。
【０２４７】
＜赤色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２４８】
＜緑色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
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・上記硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２４９】
＜青色硬化性樹脂組成物の組成＞
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
・ポリスルホン酸型高分子分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
・硬化性樹脂組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５質量部
・酢酸－３－メトキシブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
【０２５０】
（保護膜の形成）
　上記のようにして着色層を形成した基板上に、硬化性樹脂組成物をスピンコーティング
法により塗布、乾燥し、乾燥塗膜２μｍの塗布膜を形成した。
　硬化性樹脂組成物の塗布膜から１００μｍの距離にフォトマスクを配置してプロキシミ
ティアライナにより２．０ｋＷの超高圧水銀ランプを用いて保護層の形成領域に相当する
領域のみに紫外線を１０秒間照射した。次いで、０．０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液（
液温２３℃）中に１分間浸漬してアルカリ現像し、硬化性樹脂組成物の塗布膜の未硬化部
分のみを除去した。その後基板を２３０℃の雰囲気中に３０分間放置することにより加熱
処理を施して保護膜を形成した。
【０２５１】
（スペーサの形成）
　上記のようにして着色層および保護層を形成した基板上に、硬化性樹脂組成物をスピン
コーティング法により塗布、乾燥し塗布膜を形成した。硬化性樹脂組成物の塗布膜から１
００μｍの距離にフォトマスクを配置して、プロキシミティアライナにより２．０ｋＷの
超高圧水銀ランプを用いてスペーサの形成領域のみに紫外線を１０秒間照射した。次いで
、０．０５ｗｔ％水酸化カリウム水溶液（液温２３℃）中に１分間浸漬してアルカリ現像
し、硬化性樹脂組成物の塗布膜の未硬化部分のみを除去した。その後基板を２３０℃の雰
囲気中に３０分間放置することにより加熱処理を施して所定の個数密度となるように形成
した。
【０２５２】
（液晶表示装置の作製）
　上記のようにして得られたカラーフィルタの膜形成表面に、配向膜を形成した。次いで
TFTを形成したガラス基板上にＩＰＳ液晶を必要量滴下し、上記カラーフィルタを重ね合
わせ、ＵＶ硬化性樹脂をシール材として用い、常温で０．３ｋｇｆ/ｃｍ２の圧力をかけ
ながら４００ｍＪ/ｃｍ２の照射量で露光することにより接合して、セル組みし、バック
ライトユニットを設置した。最後にパターンドリターダーを別途基板に形成し、バックラ
イトユニットの反対側に張り合わせ液晶表示装置を作製した。
　なお、パターンドリターダーの第１位相差領域および第２位相差領域のパターンについ
ては、実施例１と同様に、互いに帯状のパターンに設けられたものであり、帯の幅方向に
１０個分の画素部のパターンが含まれるように設けられたものである。
【０２５３】
［比較例２］
　カラーフィルタの遮光部を形成しなかった以外は比較例１と同様にして液晶表示装置を
作製した。
【０２５４】
（評価）
　作製した液晶表示装置を用いて３次元表示し、視認性を目視で評価した。
　パターンドリターダーが画素部上に形成されたカラーフィルタを有する実施例１～５の
液晶表示装置については、良好な三次元表示行うことができた。一方、比較例１～２の液
晶表示装置については、画素部のパターンとパターンドリターダーの第１位相差領域およ
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び第２位相差領域との位置ずれに起因して三次元表示ができない部分を生じており、実施
例１～５の液晶表示装置に比べて三次元表示の視認性の低下が確認された。
【符号の説明】
【０２５５】
　１　…　基材
　１’　…　透明基材
　２　…　画素部
　２Ｒ　…　赤色副画素
　２Ｇ　…　緑色副画素
　２Ｂ　…　青色副画素
　３　…　パターンドリターダー
　３ａ　…　配向層
　３ｂ　…　位相差層
　５　…　遮光部
　１１　…　パターンドリターダー付カラーフィルタ
　１２　…　パターンドリターダー付モノクロ表示用基材
　２０　…　液晶セル
　３０α、３０β、３０　…　偏光板
　１００　…　液晶表示装置
　Ｂ１　…　第１位相差領域
　Ｂ２　…　第２位相差領域

【図１】 【図２】
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